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Executive Summary
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Â 以下に、地域支援機関のネットワーク形成による連携強化の取組事項と令和８年度に向けた課題を整理する。

活動のまとめ：連携強化

連携強化における取組と課題

連携強化におけ
る初期課題

神戸市地域知財エコシステムを構成する地域支援機関の連携は存在していたものの、オープンイノベーション創出に向けた実践的
な支援プロセスとしては十分に機能していなかった。背景として、以下の課題があった。
Å 既存の地域支援機関ネットワークが、オープンイノベーション創出を前提とした設計になっていなかった。
Å 支援機関自身が本スキームを初めて経験する中で、STEP1（探索）～STEP2（提案）の各プロセスにおける役割や関与

タイミングの具体像を描けていなかった。
Å 支援機関間で、各機関の支援メニューや強み、関与可能領域に関する理解が十分に共有されていなかった。

令和7年度の取
組み

令和7年度は、令和6年度に構築した関係性を基盤に、実案件を通じた連携の実効性検証と支援プロセスの標準化に重点を置
いた。
Å地域連携会議および支援検討会を通じて、実際の伴走支援案件を題材に、STEP1（連携候補探索）～STEP2（連携提

案）における各支援機関の役割と関与タイミングを具体化。
Å事業PD、弁理士、知財ブリッジ人材候補がチームとして関与する体制を構築し、「事業構想」「特許分析」「接続・伴走」の役割

分担を実装。
Å支援プロセスの一連の流れを可視化し、属人的な支援から再現可能なモデルへの転換を推進。
Å研修会と実案件を連動させることで、支援人材の実践的なスキル向上と、支援機関間の共通言語・判断軸の形成を実現。
その結果、支援機関間の連携は単なる情報共有から、「実案件を共同で推進する協働体制」へと進化し、知財を起点としたオープ
ンイノベーション創出支援の実効性が確認された。

令和8年度に向
けた課題・取組み
案

令和7年度の実証を通じて、支援プロセスの有効性は確認された一方で、継続的な成果創出に向けては以下の課題が明らかと
なった。
Å実案件ベースでの連携は進展したものの、支援機関間の関与を制度・業務フローとして定着させる仕組みが未整備である。
Å支援人材のスキル・経験値にばらつきがあり、知財ブリッジ人材として自走できるレベルまでの育成には継続的な実践機会が必要

である。
これを踏まえ、令和8年度は以下の取組を推進する。
Å各フェーズにおける支援機関の役割・関与タイミングを業務フローとして明確化し、再現性のある支援体制を構築。
Å知財ブリッジ人材の育成プログラムを高度化し、実案件を通じた育成サイクル（実践→振り返り→再実践）を制度化。特に、

「事業開発（＝BIZ-DEV）」のスキル要件に関する研究会を立ち上げる。
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Â 以下に、SUのオープンイノベーションに向けた連携提案支援における取組事項と令和８年度に向けた課題を整理する。

活動のまとめ：伴走支援

伴走支援における取組と課題

支援先企業が抱
えていた初期課
題

一般に、オープンイノベーションを志向するSUは、連携候補の探索から提案に至るまでのプロセスにおいて、以下のような課題を抱え
ていた（特にディープテック系SUに顕著）。
【STEP1：連携候補の探索フェーズ】
「情報不足」や「出会い機会の少なさ」により、偶発的なマッチングに依存しがちであった。

【STEP2：連携候補への提案フェーズ】
技術説明中心となり、「相手企業の課題解決に資する提案」まで昇華できていなかった。

令和7年度の取
組み

令和7年度は、令和6年度に整備した支援手法を基盤に、実案件を通じた連携創出の実効性検証と支援プロセスの高度化に取
り組んだ。
【STEP1：連携候補の探索フェーズ】
Åヒアリングを通じてSUの事業課題・技術特性を構造化し、特許情報と市場・事業情報を組み合わせたターゲット設定を実施。
Å弁理士による特許分析と、PDによる事業視点を統合することで、「技術起点」から「事業機会起点」への仮説構築を高度化。
【STEP2：連携候補への提案フェーズ】
Å単なる技術紹介ではなく、「相手企業の課題解決にどう貢献するか」を起点とした価値創造ストーリーに基づく提案へ転換。
Å提案書作成、アポイント取得、対話設計までを一体的に支援し、実際の企業との面談・提案機会の創出に至った。
Åまた、PD・弁理士・知財ブリッジ人材候補によるチーム型支援体制を構築し、専門性と機動性を両立した伴走支援モデルを実

装した。

令和8年度に向
けた課題・取組
案

令和7年度の実証により、特許情報を起点とした連携提案支援の有効性は確認された一方で、以下の課題が明らかとなった。
Å単発の提案にとどまらず、複数企業への並行提案や提案後のフォローアップを含めた「連携創出プロセス」の体系化が必要。
Å特許情報分析から価値創造ストーリー構築までの一連のプロセスについて、SU単独での実践には一定のハードルが存在。
Å相手企業の意思決定プロセスやニーズを事前に把握する仕組みが十分でなく、提案精度向上の余地がある。
これを踏まえ、令和8年度は以下の取組を推進する。
Å提案前の仮説検証（簡易ヒアリング等）や複数企業への展開を含めた「探索～提案～フォロー」の一貫支援モデルを確立。
Å知財ブリッジ人材による継続的な壁打ち・伴走支援（アルムナイ的仕組み）を整備し、SUの自走化を促進。
Å特許情報と市場・顧客情報を統合したマッチング精度向上手法の高度化と、ツール化の検討を進める。
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活動のまとめ：情報発信・PR活動

Â 以下に、地域知財経営エコシステムの構築に関する情報発信・PR活動の取組事項と令和８年度に向けた課題を整理する。

情報発信・PR活動における取組と課題

情報発信・PR活
動の面で抱えて
いた初期課題

SUや地域企業に対して、神戸市が推進する「知財を起点としたオープンイノベーション支援」の具体像や有効性が十分に伝わってい
なかった。
また、知財活用や特許情報に関する内容は専門的に受け取られやすく、実際の事業成長との関係性がイメージしにくいことから、関
心喚起や行動変容につながりにくい状況があった。

令和7年度の取
組み

令和7年度は、単なる情報提供ではなく、実際の連携提案事例や企業との対話内容を基に、支援モデルの実効性を「実例として
伝える」情報発信へと転換した。
Å2回の成果報告会では、SUによる具体的な連携提案事例や企業との対話プロセスを共有し、「知財活用がどのように事業機会

につながるのか」を可視化。
Å事業PD、SU、事業会社が登壇するパネルディスカッションにより、支援のリアリティや実践知を伝達。
ÅYouTubeによるライブ配信・アーカイブ公開を実施し、当日参加できない層も含めた継続的な情報接触機会を創出。
また、Peatix・SNS等を活用し、事前の関心喚起から事後の振り返り発信まで一貫したコミュニケーション設計を行うことで、単発イ
ベントにとどまらない関係構築を推進した。
その結果、「知財＝専門領域」ではなく、「事業開発の実践ツール」としての認識が浸透し、参加者の行動変容（提案活動への着
手等）につながる効果が確認された。

令和8年度に向
けた課題・取組
案

令和7年度の取組により、実案件ベースの情報発信の有効性は確認された一方で、継続的な波及と行動変容の定着に向けて以
下の課題が明らかとなった。
Å成果報告会を中心とした情報発信は有効であるものの、日常的・継続的な接点の設計が不十分である。
Å実践事例の蓄積・体系化が進んでおらず、対象企業のフェーズや関心に応じた情報提供の最適化に課題がある。
Åメディア露出や外部発信については、ターゲット層（SU、支援機関、大企業、VC等）ごとの戦略的な使い分けが必要。
これを踏まえ、令和8年度は以下の取組を推進する。
Å成果報告会に加え、定期的なコンテンツ発信（事例紹介、ノウハウ解説等）を行い、継続的な接点を創出。
Å成功事例・失敗事例を含めた実践知のアーカイブ化と体系整理を進め、対象に応じた情報提供を高度化。
ÅVC・アクセラレーター・業界団体等と連携し、より実践的で広がりのある情報発信体制を構築。
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事業PDの総合評価と次年度に向けた改善点

Â 事業PD（牧野氏）の特筆すべき点及び次年度に向けた改善点を以下のとおり整理した。

項目 考察

特筆すべき点

Å支援先SU、弁理士、知財ブリッジ人材候補等の関係者とのきめ細やかな調整により、チーム型支
援を円滑に推進し、伴走支援の基盤構築に大きく貢献した。

Å本事業の2年目からの参画でありながら、STEP1 （連携候補探索）からSTEP2 （提案）まで
のプロセス理解に主体的に取り組み、支援モデルの実践・定着に寄与した。

Å神戸大学の研究者やSU関係者等を巻き込み、本事業の情報発信とネットワーク拡張を積極的に
推進し、地域エコシステムの形成に貢献した。

Å第2回成果報告会では講演者として登壇し、知財を起点とした連携創出の意義を分かりやすく発
信することで、支援モデルの理解促進と波及に寄与した。

改善点

Åベンチャーキャピタリストとしての事業性評価力に加え、特許情報分析から導出される技術的インサ
イトを踏まえた連携仮説の構築および価値創造ストーリーの精緻化について、さらなる強化が期
待される。

Å知財を起点とした事業開発支援において、分析結果と事業戦略を統合する力を高めることで、より
高度な出口戦略支援への発展が望まれる。

Å支援プロセスの体系化およびナレッジの横展開をより主体的にリードすることで、神戸モデル全体の
再現性・拡張性向上への一層の貢献が期待される。
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活動目標・実績と成果目標・実績（R7 年度）

出典：特許庁「知財経営支援モデル地域創出事業」説明資料より

神戸市

5件

4回

（検討中）



8

Â 令和８年度は、「Phase1 ：グランドデザイン期」の最終年度として、本年度の事業での残課題への打ち手に取り組む一方
で、地域知財エコシステムとしての推進方針・アクションプラン・中長期ロードマップの策定を構築し、Phase2 に繋げる。

令和８年度に向けた取り組み方針

実施タスク
（例）

目的

期間

1. イノベーションプロセスの詳細化
（支援の枠組み／管理ルール／手法／
イノベーションパイプライン）

2. パイロット案件でのプロセスの仮説検証の
実践・共創の実現
（例：知財・非知財情報による事業環
境分析、ｱｸｾﾗﾚｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ運営による
実践と支援者のスキル向上）

3. PDCAサイクルによる振り返りと改善

4. 神戸2035ビジョンの策定開始

5. 神戸市外エコシステムへの展開検討

1. 地域知財エコシステムのイノベーションプロ
セス完成と正式運用の開始

2. 神戸2030ビジョンの達成と次期ビジョン
に向けた仕込み

3. Phase2のパイロット活動から派生したOI
実案件の具体化

4. オープンイノベーション活動の加速
（含：共同PoC着手に向けた各種交
渉）

5. 海外に向けたオープンイノベーションの展
開準備・開始

Phase  2
神戸市の自走開始期

Phase  3
知財経営エコシステム確立期

初期的なパイロット活動の実施と
プロセスの改善

本格運用を通した
継続改善と成果創出

2027 ～2029 年度

（3年間）
2030 年度～

1. To-Be初期仮説の設定

2. 現状とのギャップ分析（＝伴走支援を通
じた課題の洗い出し）

3. 知財経営エコシステムの持続的な仕組み
構築
（伴走支援プロセスのブラッシュアップ、支
援機関の機能分担明確化、支援人材の
育成方針等の策定）

4. 推進方針・アクションプラン・中長期ロー
ドマップの策定

5. Phase2 以降の個別活動の具体化

Phase  1
グランドデザイン期

イノベーション組織の
機能設計とアクションプラン策定

2024 ～2026 年度

（特許庁事業が支援する3年間）

創出される
成果

支援ネットワークとしての
ビジョン策定

自走による「小さな成功」
の獲得

仕組みの本格定着化
と「大きな成功」への挑戦

令和8年度事業の提案範囲



9

事業目的・事業概要
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事業の目的

神戸市における支援ネットワークの強化と地域企業のイノベーション創出を通じて、
持続的な知財活用の促進を目指す「知財経営支援のモデル」を構築すること

近年、地域経済社会を取り巻く環境は、人口減少や少子高齢化等を背景とした働き手の減少や需要の減少などの大きな構造

変化に直面しており、昨今のエネルギー高騰や物価高等によるコスト増で、地域経済やそれらを支える地域中小企業等においては

厳しい状況が継続している。他方で、中小企業等が更なる成長投資や賃上げを実施するためには、新たな付加価値の確保が急務

となっており、付加価値となる知財（特許だけでなく、技術、デザインやブランドなど）を強みとして活かした経営を強化し、稼ぐ力の

向上につなげることが不可欠である。

令和6年度の知財経営支援モデル地域創出事業では、知財支援重点エリアとして指定された地域（以下「指定地域」という。）

において、中小企業等の知財経営支援を強化・充実化及び地域の稼ぐ力を向上させるため、地域知財経営支援ネットワークと支

援機関等をつなぐ高度な専門的知見を有した人材としての事業PDを派遣して、指定地域における支援ネットワークの連携強化を

図るとともに、その支援ネットワークによる中小企業等への一気通貫の伴走支援を実施してきたが、各取組における地域の支援

機関等の巻き込みや、地域知財経営支援ネットワークの枠組みの効果的な活用を十分に行うことができなかった。また、地域知

財経営支援ネットワークの連携や地域企業への面的な支援の在り方については、指定地域の課題も見えてきたところ、将来的に持

続的な知財活用の促進を目指す知財経営支援のモデル地域を創出するためには、各取組をさらにブラッシュアップしていく必要

がある。

令和7年度では、知財支援重点エリアとして指定した神戸市内で地域知財経営支援ネットワークの強化と地域企業のイノベー

ション創出に関する「伴走支援」、「連携強化」、「情報発信・PR活動」の効果的な取り組みを検証し、将来的な自走化を見据え

たアプローチ検討に向けた調査を行う。
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神戸市が目指す知財エコシステムの定義

神戸市発スタートアップの課題に直面した地域支援機関担当者が

スタートアップに知財戦略の必要性の気づきを与えつつ

迅速に適切な支援機関に接続（知財ブリッジ）できるようになること

【背景となる問題認識】

Â 既に知財戦略支援のインフラ（弁理士会、INPIT等の支援サービス）は充実しているため、
神戸市が単独で知財支援のみの事業を立ち上げる必要はない

Â 問題は知財支援が事業成長支援とは異なるものと誤解されていること

Â 個別支援の中で知財が事業成長に貢献することを実証していく必要がある

Â 神戸市のスタートアップ成長支援事業の中で知財が想起 ⇒ 支援が接続される仕掛け
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神戸市知財エコシステムの目的・目標

“神戸市らしい”

知財エコシステムの構築

“神戸市ならではの”

支援メニューの開発
“神戸市で活躍する”

知財ブリッジ人材の育成

目的

短期（令和8年度まで）の目標

中長期（令和9年度以降）の目標

特許庁の委託事業で地域支援機関による伴走支援スキームを確立

地域支援機関が自走によって必要な予算・体制を確保
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神戸市知財エコシステムの2030 年の目指す姿

Â 本地域連携会議が効果的に相互機能し、枠組みが完成したときには、以下のように、4者連携を核に各支援機関の間の相
互連携が機能しシナジーを発揮することで、神戸市発スタートアップ（SU）のオープンイノベーション（OI ）が世界に繋が
り、グローバルインパクトを与える姿を構想する。

グローバルに広がる神戸市地域知財エコシステムのTo -Be仮説

神戸市役所

こうべ産業・就労支援財団
KSII

弁理士法人

神戸大学イノベーション
甲南大学

みなと銀行
各種VC

神戸新聞社

アントレプレナーシップ
教育の強化

大学発ベンチャーの技術革新と
資金調達の支援

新規事業の
資金調達支援と広報

知財啓発キャンペーン
知財成功事例の発信

知財を活用した
産学連携スキームの促進

資金調達と
知財支援の一体化

共同開催のOI 支援セミナー
ワンストップ相談窓口の設置

政策広報と地域経済の活性化
OI 支援セミナーの開催

知財マネジメントと
技術コンサルティングの連携

世界へ発信 海外産業へ接続

海外事業展開を支援 海外企業に技術移転、外貨獲得

近畿経産局
知財室

INPIT -
KANSAI

神戸
商工

会議所

日本
弁理士会
関西会

中小機構
近畿本部

地域知財経営支援ネットワーク
（支援コア）の地域組織

神戸型伴走支援モデル
（特許情報を活用したOI 支援スキーム）

官

産

学金

メ

発信拠点としての
「場」の提供
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Â 令和7年度は、グランドデザイン、自走開始、確立の3つのPhase のうち、Phase1 の2年目に当たる。

Â 地域知財エコシステムのイノベーションプロセスを構築しつつ、令和6年度の事業で見えた課題への打ち手（伴走支援プロセ
スの確立等）を実行することで、今後の中長期的に継続していくための仕組み構築の基礎固めをすることとした。

神戸市知財エコシステムの2030 年までのロードマップ

実施タスク
（例）

目的

期間

1. イノベーションプロセスの詳細化
（支援の枠組み／管理ルール／手法／
イノベーションパイプライン）

2. パイロット案件でのプロセスの仮説検証の
実践・共創の実現
（例：知財・非知財情報による事業環
境分析、ｱｸｾﾗﾚｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ運営による
実践と支援者のスキル向上）

3. PDCAサイクルによる振り返りと改善

4. 神戸2035ビジョンの策定開始

5. 神戸市外エコシステムへの展開検討

1. 地域知財エコシステムのイノベーションプロ
セス完成と正式運用の開始

2. 神戸2030ビジョンの達成と次期ビジョン
に向けた仕込み

3. Phase2のパイロット活動から派生したOI
実案件の具体化

4. オープンイノベーション活動の加速
（含：共同PoC着手に向けた各種交
渉）

5. 海外に向けたオープンイノベーションの展
開準備・開始

Phase  2
神戸市の自走開始期

Phase  3
知財経営エコシステム確立期

初期的なパイロット活動の実施と
プロセスの改善

本格運用を通した
継続改善と成果創出

2027 ～2029 年度

（3年間）
2030 年度～

1. To-Be初期仮説の設定

2. 現状とのギャップ分析（＝伴走支援を通
じた課題の洗い出し）

3. 知財経営エコシステムの持続的な仕組み
構築
（伴走支援プロセスのブラッシュアップ、
支援機関の機能分担明確化、支援人
材の育成方針等の策定）

4. 推進方針・アクションプラン・中長期ロード
マップの策定

5. Phase2以降の個別活動の具体化

Phase  1
グランドデザイン期

イノベーション組織の
機能設計とアクションプラン策定

2024 ～2026 年度

（特許庁事業が支援する3年間）

創出される
成果

支援ネットワークとしての
ビジョン策定

自走による「小さな成功」
の獲得

仕組みの本格定着化
と「大きな成功」への挑戦

令和7年度の事業範囲
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令和７年度のスケジュール

Â 事業全体を「準備期」（6月まで）、「実行期」（1月まで）、「取りまとめ期」（3月まで）の3期に分けた。

Å 連携強化：定期的に地域連携会議・支援検討会・研修会を開催し、地域連携ネットワークの強化・ブラッシュアップ。

Å 伴走支援：5者の中小企業等に対し、特許情報を活用した連携支援を実施し、2月までにOI 促進の効果検証を完了。

Å 情報発信・PR活動：セミナーと成果報告会を3月初旬までに開催。

情
報
発
信
・

P
R

体
制
構
築
・
運
営

ターゲットレポート（TR）作成・提供

9月 10 月 11 月 12 月 1月 2月 3月

準備期 実行期 取りまとめ期

8月7月6月

ヒアリング

連携提案書作成

新規支援対象選定

会議発足

成果報告会①

報
告
書
の
完
成
・
提
出

連
携
強
化

伴
走
支
援

TRの分析・解説

大企業とのマッチングによるOI 活動

実施計画詳細化

PDの選定・派遣

PDチームの形成・編成

研修会①内容説明 研修会②WS

地域連携会議① 地域連携会議② 地域連携会議③

知財エコシステムの「ありたい姿」の描き出し 知財ブリッジ人材の人材像と伴走支援で見えた現状のギャップ分析

5月

事務局運営（特許庁担当者との定例会議、連携強化会議等の調整、事業PDの管理・評価、PDチームの管理、情報発信・PR活動）

研修会③発表 研修会⑥発表

地域連携会議④

アンケート・ヒア

R6fy 支援対象企業のフォローアップ＋追加的支援R6fy 支援対象のﾆｰｽﾞﾋｱﾘﾝｸﾞ

メディア等を積極的に活用した情報発信（ポッドキャスト配信、ウェビナーシリーズ、オンライン記事やブログの連載、SNSキャンペーン等）

成果報告会②

スキル要件の立案

研修会④内容説明 研修会⑤WS 適宜、壁打ち会

※赤字：対面開催

OI 促進の効果検証
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事業PDの紹介

Â 令和7年度の事業PDはMonozukuri Ventures のCEOである牧野氏は、SUに限らず、製造業を中心に地域中小企
業のテクノロジーを起点とした成長戦略と人材育成を得意とする。

Â 神戸大学卒業者としてのバックグラウンドを持ち、神戸市が自律的かつ中長期的に継続していくための仕組みづくりやそのた
めの支援人材の育成にも貢献いただいた。

【SUに寄り添うベンチャーキャピタリスト】
株式会社Monozukuri Ventures 代表取締役

牧野成将氏
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事務局プロジェクトリーダーの紹介

【SUに寄り添う知財戦略コンサルタント】
株式会社テックコンシリエ代表取締役

鈴木 健二郎

Â 事務局プロジェクトリーダーは、神戸市の地域特性である精密加工、食料品をはじめとする製造業や医療・教育機関をクラ
イアントに、知財戦略コンサルティングの経験が豊富な( 株) テックコンシリエの代表取締役の鈴木健二郎が務めた。

神戸市内の
大企業

医療機器 シスメックス

アパレル アシックス

化学 住友ゴム工業

重工業 川崎重工業

製鉄 神戸製鋼所

環境プラント 神鋼環境ソリューション

食品 UCC上島珈琲

食品 フジッコ

化学 バンドー化学

住宅設備 ノーリツ

海運 川崎汽船

神戸市内の
スタートアップ

環境素材 Atomis （INPIT 事業）

ICT Mediest

食品 ナティアス

神戸市のコンサルティングクライアント（抜粋）
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実施内容と次年度以降の課題
① 連携強化
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連携強化における実施事項
連携強化 情報発信・PR伴走支援

Â 連携強化の活動として、以下の事項を実施した。本年度は、支援機関間の単なる情報共有に留まらず、伴走支援プロセ
スの中での役割分担や関与タイミングを整理し、連携の実効性を検証した。その結果、支援機関間の情報連携や支援の標
準化が進展し、SU支援の質が向上した。特に、探索（STEP1 ）から提案（STEP2 ）に至る一連のプロセスを通じた連
携の有効性が確認された。

Â 一方で、知財ブリッジ人材に求められる「事業開発（BIZ DーEV）」のスキル要件の具体化や、外部プレイヤー（VC・アク
セラレーター等）との接続強化が課題として残っており、次年度に向けた重点検討事項とする。

活動 実施事項と成果

地域連携会議・支援
検討会の開催

Å神戸市における地域知財エコシステム構築に向け、地域連携会議・支援検討会を4回開催（7月、
9月、11月、1月）し、 「知財を事業成長にどう結びつけるか」を共通テーマとして、支援機関間の
役割と連携の在り方を整理した。

Å令和7年度は、SU・大学のオープンイノベーション創出支援を進めるにあたり、伴走支援プロセス
（STEP1：探索、STEP2：提案）において、各支援機関がどのフェーズでどのように関与するかを
整理するとともに、実案件を題材とした支援検討を通じて、連携先探索および提案支援のプロセス
の可視化・標準化を推進した。

Åその結果、SU・大学の連携候補探索から提案に至る一連のプロセスにおいて、弁理士や各支援機
関の知財ブリッジ人材が有機的に関与する枠組みが形成され、 「知財を起点としたオープンイノ
ベーション創出支援」に関する認識・判断軸の共有が進んだ。個別対応に依存しない、継続的な地
域連携の基盤（＝エコシステムの実装基盤）が形成されつつある。

研修会の開催

Å知財ブリッジ人材の育成を目的として、PDチーム主導により研修会を6回（7月～1月）開催し、
特許情報を活用した連携先探索および提案支援の考え方の理解促進を図った。

Å令和7年度は、座学中心ではなく、仮想事例および実案件を用いたケーススタディ形式を採用し、
一連のプロセスを実践的に体感できる設計とした。

Åその結果、参加者は相手企業の事業課題に接続した形で提案を構築する重要性を理解し、 「知
財ブリッジ人材」としての役割（気づき・接続）を具体的に認識するに至った。



20

実回数、開催時間、参加人数、影響・効果等の評価

項目 開催回数 開催形式 開催時間 参加人数 影響・効果等

地域連携会議・
支援検討会
（同時開催）

各4回
対面・オンラインの
ハイブリッド

地域連携会議：30分／回
支援検討会：30分／回

第1回：42名
第2回：38名
第3回：39名
第4回：45名

Å地域支援機関が「知財を事業
成長に結びつける」という共通
認識を持ち、支援思想・判断
軸の共有が進んだ。

Å実案件を題材とした支援検討
を通じ、支援プロセスが可視化
され、属人化を防ぎつつ継続
的な地域連携の基盤が構築
された。

研修会 6回
対面：3回
オンライン：3回

1.5時間／回

第1回：15名
第2回：12名
第3回：9名
第4回：10名
第5回：7名
第6回：12名

Åケーススタディ形式の研修によ
り、知財を活用した連携支援
を自分事として理解する機会
を提供した。

ÅPDチームによる実践と振り返り
を通じ、知財ブリッジ人材として
の役割認識と現場での活用イ
メージが具体化された。

総合評価

Â 地域連携会議・支援検討会・研修会を一体的に運営することで、「知財を起点とした事業成長支
援」を共通言語とする地域支援ネットワークの基盤を構築できた。

Â 知財ブリッジ人材の役割像と育成プロセスを具体化できた点は、神戸モデル事業の中核的成果であ
り、今後の自走・横展開に向けた重要な土台となった。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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連携強化 情報発信・PR伴走支援

1. 自走後を見据えた支援ネットワーク継続のための仕掛け・工夫

Â 本事業では、行政予算に依存しない形で継続する地域知財エコシステムの構築を目指し、支援機
関同士が「役割を分担しながら価値を生み続ける関係性」を形成することを重視した。

Â 具体的には、支援チーム内で、

Å 実案件を推進する事業PD

Å 知財分析に関する専門支援を担う弁理士

Å 支援の起点となる「気づき・接続」を担う知財ブリッジ人材

という役割分担を明確化し、一部の個人や特定機関に依存しない支援構造を設計した。

Â また、特許情報を活用したOI支援スキーム（STEP1～STEP2）を汎用的なプロセスとして言語
化・可視化することで、各支援機関が自組織内の業務に組み込みやすい形とした。

2. 連携会議・支援検討会・研修会における取組・工夫

Â 地域連携会議では、単なる情報共有にとどまらず、「神戸市知財エコシステムのありたい姿」を共通言
語で描き、各支援機関が果たす役割や連携の在り方を段階的に整理した。

Â 支援検討会では、実際の伴走支援案件を題材に、支援プロセス・判断ポイント・課題を共有すること
で、支援ノウハウの属人化を防ぎ、組織知として蓄積する工夫を行った。

Â 研修会では、座学中心ではなく、仮想事例・実案件を用いたケーススタディ形式を採用し、PDチーム
による実践と振り返りを通じて、「知財ブリッジ人材」が実務の中で育つ設計とした。

自走後も支援ネットワークを継続させる仕掛け・工夫
ならびに連携会議・支援検討会・研修会における取組
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自己評価・今年度明らかになった課題・
次年度および事業実施後の将来像

1. 自己評価（今年度の成果認識）

Â 地域支援機関が一堂に会し、「知財を事業成長にどう結びつけるか」を共通テーマとして議論する場
を継続的に設けることができた。

Â 知財ブリッジ人材という概念を導入し、「専門家ではないが、適切に知財支援へ接続できる人材像」
を地域内で共有・具体化できた点は大きな成果である。

Â 特許情報を活用したOI支援プロセスを、実践を通じて検証し、一定の再現性を持つモデルとして整
理できた。

2. 今年度明らかになった課題

Â 支援人材のスキル・経験値・動機づけにはばらつきがあり、知財ブリッジ人材としての成熟には継続
的な実践機会が不可欠であることが明らかになった。

Â 支援成果の評価指標（OI 創出の質・量、事業進捗への寄与度等）については、中長期視点で
の整理・見直しが今後の課題である。

Â 支援機関間の連携を、個別案件対応から制度・業務フローとして定着させる段階への移行が求め
られる。

3. 次年度および事業実施後の将来像

Â 次年度は、本事業で構築した支援スキームをベースに、地域支援機関が主体的に案件創出・人材
育成を行う体制への移行を目指すとともに、本来の目的としていた中小企業、SUおよび大学内で
の「事業開発（BIZ -DEV）人材」のスキル要件と育成のあり方の検討に軸足を移す。

Â 将来的には、神戸市発の中小企業、SUおよび大学が「事業成長の相談をすると、自然に知財支
援につながる」状態を常態化させ、自走する知財エコシステムの確立を構想する。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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地域連携会議・支援検討会の主要参加者

Â 地域連携会議・支援検討会に参加する支援機関の代表出席者（所属・役職）を以下に列挙する。

Å 神戸市 経済政策課 企画担当課長

Å 神戸市 経済政策課 経済政策フェロー

Å 神戸市 新産業創造課長

Å 神戸市 新産業創造課 イノベーション専門官

Å 株式会社神戸大学イノベーション社長付特命部長

Å 株式会社みなと銀行 地域戦略部 グループリーダー

Å 株式会社神戸新聞社 神戸新聞地域総研地域連携部 次長

Å 独立行政法人中小企業基盤整備機構 近畿本部 支援推進課 主任

Å 公益財団法人神戸市産業振興財団 産業イノベーション推進部長

Å 神戸商工会議所 産業部 部長

Å 関西イノベーションイニシアティブ主任研究員

Å 日本弁理士会関西会 知財コンサルティング実行委員会委員長

Å 独立行政法人工業所有権情報・研修館 近畿統括本部 事業推進部長

Å 公益財団法人新産業創造研究機構 技術移転部門知的財産センター知財統括コーディネーター（INPIT 総合支援窓口）

Å 一般社団法人兵庫県発明協会 専務理事・事務局長（INPIT 総合支援窓口）

Å 経済産業省近畿経済産業局 地域経済部 産業技術課 知的財産室長

Å 特許庁 総務部 普及支援課 知的財産情報分析官

Å 特許庁 総務部 普及支援課 主任産業財産権専門官

Å 特許庁 総務部 普及支援課 支援企画班 支援企画第一係

Å 株式会社Monozukuri Ventures 代表取締役（事業PD）

Å 株式会社 テックコンシリエ代表取締役（事務局）

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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地域連携会議・支援検討会のアジェンダ
連携強化 情報発信・PR伴走支援

Â 各回のアジェンダを示す。このアジェンダ案は、神戸市知財エコシステムデザインシートを活用した地域連携会議の未来像の
描き出しと移行戦略の立案、地域連携会議に参加する支援機関が相互に機能し合う「伴走支援マニュアル」のアップデート
を行うことを主たる目的としたものとする。

Â 「連携強化」に関するアジェンダは地域連携会議、「伴走支援」に関するアジェンダは支援検討会と呼ぶ。

第1回のアジェンダ
令和7年6月25 日（水）10:00 -11:00

1. 開会の挨拶・趣旨説明
2. 神戸市知財エコシステムの未来像
3. 「知財ブリッジ人材」の育成方針
4. PDチームのご紹介
5. 支援対象企業・大学技術シーズの採択に向けて
6. 昨年度の支援対象企業からのご相談

第2回のアジェンダ
令和7年9月26 日（金）17:00 -18:00

1. 前回の振り返り
2. 伴走支援／研修会の進捗報告と意見交換
3. 課題と今後の進め方
4. 神戸市知財エコシステムにおける役割定義
5. 広報活動（成果発表会）の開催案内

第3回のアジェンダ
令和7年11 月28 日（金）14:00 -15:00

1. 前回の振り返り
2. 伴走支援の進捗報告と意見交換
3. 研修会の進捗状況と意見交換
4. 知財ブリッジ人材のスキル要件の整理
5. 最終報告に向けたスケジュール確認

第4回のアジェンダ
令和8年1月30 日（金）15:45 -16:45

1. 伴走支援の最終報告
2. 研修会の最終報告
3. 報告書に掲載する今年度事業の評価・課題
4. 神戸モデル事業の中長期戦略
5. 閉会の挨拶

懇親会＠10F レストラン「はぁとす」
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Â 神戸市の産業が環境変化に耐え持続的成長をするために、4回の地域連携会議を通じて、神戸市知財エコシステムの存
在意義（パーパス）を意識し、長期的な視点で「これから」のありたい姿を構想したうえで、それに向けて今から何をすべきか
戦略を策定する。

「神戸市知財エコシステム」の“ありたい姿”を実現するフレームワーク

「神戸市知財エコシステム」デザインシート

知財エコシステムの目的（パーパス）

これからの神戸市の産業成長モデル

移行戦略

移行のための課題 解決策

エコシステムの運営方針

IN
使える資源

支援コア地域組織の
支援メニュー・人材

地域支援機関の
支援メニュー・人材

ビジネスモデル

OUT
提供する価値

社会的価値

経済的価値

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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これからの神戸市の産業成長モデル

知財エコシステムの目的（パーパス） エコシステムの運営方針

IN
使える資源

ビジネスモデル OUT
提供する価値

オープンイノベーションの加速によって、神戸市としての国際
産業競争力を強化すること

VC等の民間支援機関が中心となり、支援コア地域組織
＋地域支援機関から成るコンソーシアムを形成

【支援コア地域組織の資源】
Å中小企業等のリレーションと企業

情報の蓄積
Å各種産業政策／知財政策の実

績による大企業のリレーションと企
業情報の蓄積

【地域支援機関の資源】
ÅVC等の支援機関のハンズオン支

援実績による情報分析および連
携提案ノウハウの蓄積
Å弁理士による知財の専門知識、

各支援機関の支援メニューの組
み合わせ

Å中小企業等と大企業が出会う連
携プラットフォームを整備する
ÅVC等の地域支援機関をハブとし

た支援コア地域組織＋地域支援
機関から成るコンソーシアムを運営
し、中小企業等の大企業への連
携提案を支援する（スキームは
次頁以降）

大企業
中小企業

等支援機関
コンソ

VC等

【社会的価値】
Å未来価値の共創パートナーの存

在を知り、OI に向けた出会いの
機会を提供する
Å中小企業等の連携提案力を底

上げ・育成し、「価値創造メカニ
ズム」を成立させ、双方の連携の
確度を高める

【経済的価値】
Å神戸市の国際産業競争力を強

化することにより、「稼げる市」とし
て豊かな地域社会を実現する

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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Â 目標：行政の特別な予算なしに持続するエコシステムをつくる。

STEP1 （連携候補の探索）神戸市知財エコシステム未来図（案）

VC等の民間支援機関

顧客

事業

事業者

Whom
（だれに）

What
（なにを）

Who
（だれが）

利用料

¥

How
（どのように）

ターゲットレポート

出力

中小企業等大企業

弁理士＋知財ブリッジ人材

強みの言語化、検索式の作成、
OI 支援レポート作成・分析支援等

特許情報分析ツール
OI支援レポート

報酬

協力

提供

分析システムベンダー等
民間事業者、INPIT など

協力依頼

支援依頼

¥

¥

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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STEP2 （連携候補への提案）神戸市知財エコシステム未来図（案）

VC等の民間支援機関

顧客

事業

事業者

Whom
（だれに）

What
（なにを）

Who
（だれが）

How
（どのように）

連携提案資料

作成
支援

中小企業等大企業

弁理士＋知財ブリッジ人材

価値創造ストーリーの構築、
連携提案資料作成支援等

提供

連携提案

連携提案の機会
創出

提供

支援依頼

打診・
日程調整

報酬

協力

協力依頼

¥

¥

Â 目標：行政の特別な予算なしに持続するエコシステムをつくる。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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研修会のカリキュラム（第1～3回）

Â 研修会は、各月の「第4金曜日」に開催することとした。

Â PDチームの全メンバーを3チームに分け、1社の仮想企業に対して、伴走支援（STEP1 ～STEP2 ）を実行した。

第1回

7月25 日 10 ：00 ～11 ：30

1. 開会
2. ミニ講演
3. 研修のゴール
4. カリキュラム（全6回）
5. ケーススタディのグループ分け
6. ケース事例の説明
7. 特許検索の説明と次回までの課題
8. 質疑・意見交換（支援中の悩みや

疑問の共有・相談）
9. 閉会

第2回

8月29 日 13 ：30 ～15 ：30
場所：起業プラザひょうご＠SMBC

1. 開会
2. 進め方の説明
3. ケーススタディ＆発表
Å論理式の作成
Åターゲットレポートの出力
Å連携候補企業の考察

4. 次回までの課題
5. 質疑・意見交換（支援中の悩みや

疑問の共有・相談）
6. 閉会

第3回

9月26 日 11 ：00 ～12 ：00

1. 開会
2. 結果発表（15 分／グループ）
Å提案候補企業の絞り込み方針
Å連携候補企業（3社程度）
Å連携提案方針

3. 共通的な課題の抽出とディスカッ
ション

4. STEP2 にむけた対応方針の整理
5. 質疑・意見交換（支援中の悩みや

疑問の共有・相談）
6. 閉会

WEB WEB

STEP1

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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研修会のカリキュラム（第4～6回）

Â 研修会は、各月の「第4金曜日」に開催することとした。

Â PDチームの全メンバーを3チームに分け、1社の仮想企業に対して、伴走支援（STEP1 ～STEP2 ）を実行した。

第4回

10 月24 日 10 ：00 ～11 ：30

1. 開会
2. 進め方の説明（特許情報との組み

合わせ方、価値創造ストーリーの構
築の方法と連携提案資料の作り
方）

3. 次回までの課題
4. 質疑・意見交換（支援中の悩みや

疑問の共有・相談）
5. 閉会

第5回

11 月28 日 15 ：15 ～16 ：45

1. 開会
2. ケーススタディ（連携提案資料の作

成にチャレンジする）
3. 次回までの課題
4. 質疑応答・意見交換（支援中の悩

みや疑問の共有・相談）
5. 閉会

第6回

1月30 日 14 ：00 ～15 ：30

1. 開会
2. 成果発表（15 分／チーム）
3. フィードバックセッション
4. 課題の抽出と来年度の研修会に向

けた意見交換
5. 閉会

WEB

STEP2

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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Â 令和6年度の支援先の一つでありノーベル賞受賞技術のスタートアップAtomis 社をケーススタディの題材として、各グルー
プで伴走支援を想定し、STEP1 （探索）～STEP2 （提案）に取り組んでいただいた。

仮想事例：株式会社Atomis の伴走支援
連携強化 情報発信・PR伴走支援

https://www.atomis.co.jp/
https://www.atomis.co.jp/
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株式会社Atomis の概要

項目 内容

会社名・所在地・設立
【会社名】株式会社Atomis
【本社】兵庫県神戸市中央区港島南町7-4-9（ポートアイランド）(スピーダ スタートアップ情報リサーチ)
【設立】2015年2月10日

代表者と経営陣

代表取締役CEO：浅利 大介
取締役COO：片岡 大
管理部長（CFO）：中 俊一
創業者・技術諮問：樋口 雅一
科学顧問：北川 進 ほか(atomis.co.jp, group.nagase.com)

従業員数 約31名（2025年6月時点）(PR TIMES)

資本金 1億円(atomis.co.jp)

企業理念
（ビジョン/ ミッション）

Vision ：「気体を操る世界を創る」
Mission ：「気体の制御」で環境・エネルギー課題を解決し持続可能な社会に貢献する(atomis.co.jp)

主な事業分野
① マテリアル事業：PCP/MOFなど次世代多孔性材料の設計・製造・評価・販売
② インパクト事業：次世代高圧ガス容器「CubiTan®」を活用したガス流通、CO₂回収・カーボンリサイクルシステム

構築(atomis.co.jp, astem.or.jp)

技術・強み／資本情報

Å 京都大学発のMOF材料設計DB「POROS 」を活用した設計技術・機械学習応用
Å 環境配慮型で低コストな量産プロセス、年間20 t 生産可能なパイロットプラント保有（2023年より）
Å 2025年2月時点の評価額は約107.6億円、シリーズC資金調達済み（調達額非公開）(atomis.co.jp, ス

ピーダ スタートアップ情報リサーチ, group.nagase.com, astem.or.jp)

2025 年ノーベル賞受賞者

連携強化 情報発信・PR伴走支援

https://initial.inc/companies/A-28962?utm_source=chatgpt.com
https://initial.inc/companies/A-28962?utm_source=chatgpt.com
https://www.atomis.co.jp/about/?utm_source=chatgpt.com
https://group.nagase.com/th/labobio/ja/mof?utm_source=chatgpt.com
https://doda.jp/DodaFront/View/Company/j_id__10157206249/?utm_source=chatgpt.com
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000004.000091465.html?utm_source=chatgpt.com
https://www.atomis.co.jp/about/?utm_source=chatgpt.com#outline
https://www.atomis.co.jp/about/?utm_source=chatgpt.com
https://www.atomis.co.jp/?utm_source=chatgpt.com
https://www.astem.or.jp/smes-venture-mekiki/company/137/?utm_source=chatgpt.com
https://www.atomis.co.jp/?utm_source=chatgpt.com
https://initial.inc/companies/A-28962?utm_source=chatgpt.com
https://initial.inc/companies/A-28962?utm_source=chatgpt.com
https://initial.inc/companies/A-28962?utm_source=chatgpt.com
https://group.nagase.com/th/labobio/ja/mof?utm_source=chatgpt.com
https://www.astem.or.jp/smes-venture-mekiki/company/137/?utm_source=chatgpt.com
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神戸市知財エコシステムのパーパス

Â 令和6年度事業では、「神戸市知財エコシステム」の目的・目標を以下のように定めました。これを踏まえて、令和7年度に伴
走支援を通じて、構築すべき具体的な取り組みを以下のように構想します。

“神戸市らしい”

知財エコシステムの構築

“神戸市ならではの”

支援メニューの開発
“神戸市で活躍する”

知財ブリッジ人材の育成

神戸市知財エコシステムのパーパス

短期（令和8年度まで）の目標

中長期（令和9年度以降）の目標

特許庁の委託事業で地域支援機関による伴走支援スキームを確立

地域支援機関が自走によって必要な予算・体制を確保

「神戸市知財エコシステム」デザインシート
を活用した地域連携会議の未来像の描き
出しと移行戦略の立案

地域連携会議に参加する支援機関が相
互に機能し合う支援マニュアルをアップデー
ト（INPIT「スタートアップのための企業連
携マニュアル」のエッセンスも統合）

【令和7年度の施策】
支援対象企業ごとに事業PDが“ブリッ
ジ人材候補”とがチームを組み、実務
を通じて成長を促すとともに、研修会
を活用することで、実践と振り返りの
好循環を形成

研修会の目的

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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「知財ブリッジ人材」に期待する役割と姿

① 役割の本質（ミッション）
Â 専門家ではなく「つなぎ役」

Å 技術や特許を自ら深掘りすることではなく、必要なときに適切な専門家へ接続できる存在。
Â アンテナの高さ

Å 特許情報や技術情報の意義を理解し、「これは専門家に相談すべきだ」と気づけること。
Â 伴走支援の触媒

Å SUや中小企業と支援機関をつなぎ、協業・連携を加速する役割。

② 求めるスキル・姿勢（期待レベル）
Â 技術的な詳細理解は不要

Å 重要なのは「特許情報が事業に関係する」ことに気づける直感。
Â 対話力・調整力

Å 中小企業・SUのニーズを聞き出し、支援機関や専門家へ橋渡しできる。
Â 学び続ける姿勢

Å 全てを理解する必要はなく、最低限の用語や仕組みを理解しようとする態度。

③ 具体的な行動イメージ
Â 「この情報を専門家に見てもらおう」と判断できれば十分。
Â 研修会や成果報告会で得た知見を、社内・地域で共有し、相談の窓口になる。誰とつなげばよいかの道

筋を描けることが役割。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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ペルソナ設定で参考にしたい特許庁調査報告書

地域・中小企業の知財支援人材に関する調査報告書 | 経済産業省 特許庁

ダウンロード！

連携強化 情報発信・PR伴走支援

https://www.jpo.go.jp/resources/report/chiiki-chusho/report_sien_jinzai.html
https://www.jpo.go.jp/resources/report/chiiki-chusho/report_sien_jinzai.html
https://www.jpo.go.jp/resources/report/chiiki-chusho/report_sien_jinzai.html
https://www.jpo.go.jp/resources/report/chiiki-chusho/report_sien_jinzai.html
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Â 調査報告書では、A2 ～B3 までの5タイプと「間接支援人材」と呼ばれる分類の、計6タイプの人材に分類されている。

知財支援人材分類マトリクス

出典：特許庁「地域・中小企業の知財支援人材に関する調査報告書」

専
門
性

要

不
要

先進性先発 後発

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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Â 各分類の定義は以下のとおりである。中小企業・SUや大学にA（知財活用挑戦型）は少ないことから、本事業では、B
（知財活用途上型）の支援対象にフォーカスし、支援人材像を検討するのがよいのではないか。

各分類の定義

人材種別 人材の概要

A1 ―

A2
経営戦略に応じた、高度な知財戦略の骨格を策定、実践体制など知財活動基盤の整備を
支援する人材

A3
国内・海外出願実務、国内・海外企業とのボーダレスな係争に関する実務、国内・海外企業
とのライセンス契約等の高度な契約書類作成実務等の主として高度な実務面の支援を提供
する人材

B1 知財の重要性を気づかせ、知財活動へのきっかけを与える人材

B2 経営者とともに経営戦略に沿った知財に対する取組の基本方針を考える人材

B3
出願実務、係争に関する実務、知財に関する契約等の書類作成実務等の実務面の支援を
提供する人材

間接支援
金融機関等の中小企業支援関連機関や知財支援機関等に属し、中小企業の知財に関す
るニーズを把握し、ニーズを満たすために適切な直接支援人材を紹介する人材

出典：特許庁「地域・中小企業の知財支援人材に関する調査報告書」

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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Â B3 （実務系）がいわゆる弁護士・弁理士などの「専門家」の領域であるとすれば、知財ブリッジ人材が目指すべきスコープ
は「B1 （気づきを与える）」「B2 （基本方針を考える）」の2タイプとなるのではないか。

知財ブリッジ人材のスコープ

人材種別 人材の概要

B1

知財の重要性を気づかせ、知財活動へのきっかけを与える人材

☞日頃から中小企業・SUの経営課題や大学研究者の研究成果の事業化に寄り添い、知
財の重要性を気づかせる。本支援へのタイムリーな推薦も、その取組の一部といえる。

B2

経営者とともに経営戦略に沿った知財に対する取組の基本方針を考える人材

☞本支援では、STEP1 でのヒアリングシート・ターゲットレポートの作成、STEP2 での連携
提案方針シート・連携提案資料の作成支援は、この活動の一部といえる。

B3 出願実務、係争に関する実務、知財に関する契約等の書類作成実務等の実務面の支援を
提供する人材

間接支援 金融機関等の中小企業支援関連機関や知財支援機関等に属し、中小企業の知財に関す
るニーズを把握し、ニーズを満たすために適切な直接支援人材を紹介する人材

弁護士・弁理士等

金融機関等

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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「B1 人材」
特徴とそこから導かれる本支援のスキル要件

知財の重要性を気づかせ、知財活動へのきっかけを与える人材

概要

Å中小企業・SUに対して、知財の重要性や活用の可能性に気づきを与え、知財活動の初期行動を促す役割を
担う人材。

Å経営者との対話を通じて、知財が事業成長の手段となり得ることを理解させ、支援開始のきっかけを創出する起
点となる存在。

人材像
Å専門的な知財実務を自ら担当するのではなく、適切な支援機関や専門家との接続を促すコーディネーター
Å技術・知財の話題を、経営視点からわかりやすく翻訳し、対話を通じて“知財が事業に効く瞬間”を示せる人材
Å相談の入口となり、必要な支援者を見極める「目利き」機能を持つハブ役

カテゴリ 内容（案）

知財リテラシー（基礎） 知財の基本概念、特許情報の重要性、支援スキームの位置付けを理解している

事業理解と目利き力 経営課題と技術課題の整理ができ、「専門家に繋ぐべきタイミング」を判断できる

対話力・傾聴力 経営者の本質的な課題やニーズを引き出し、課題構造を言語化できる

コーディネーション力 INPIT、弁理士、金融機関、大企業等の支援リソースを理解し、適切な接続ルートを描ける

探索力 特許情報を起点とした業界理解・競争環境理解に触れ、連携候補の仮説構築ができる

伴走姿勢 学びながら実践し、チームと共にフィードバックを回せる継続的な自己成長のマインド

スキル要件（骨子）

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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「B2 人材」
特徴とそこから導かれる本支援のスキル要件

経営者とともに経営戦略に沿った知財に対する取組の基本方針を考える人材

概要
Å経営者と対話しながら、経営戦略や事業戦略と整合する知財の基本方針を策定する役割を担う。
Å単なる制度説明や気づき提供に留まらず、知財が価値創造や競争力強化にどう貢献するかを構造化し、方向

性を提示する存在。

人材像

Å経営の視点で事業全体を俯瞰し、知財の位置付けを整理できる人材
Å中小企業・SUの成長シナリオに沿って知財活用の方向性を描く“戦略補助線”を引く人
Å弁理士・金融機関・大企業との協業の設計図（Why・What・How）を描くコーディネーター
Åステークホルダーの合意形成を進めるファシリテーター

カテゴリ 内容（案）

戦略理解力 事業戦略の方向性を把握し、知財活用の目的・意義を経営文脈で整理できる

価値構造化力 提供価値、対象市場、技術優位、競合環境を整理し、知財の役割を言語化できる

連携設計力 大企業などの連携相手を想定し、連携ストーリー（価値共創）を構築できる

支援ネットワーク活用力 弁理士・金融機関・INPIT等の支援資源を理解し、最適な体制設計ができる

対話・合意形成力 経営者の意思決定を支援し、関係者間の方向性を揃える

実践的分析力 特許情報・非特許情報を組み合わせ、仮説ベースで「提案材料」を整理できる

スキル要件（骨子）

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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実施内容と次年度以降の課題
② 伴走支援
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Â 伴走支援の活動として、以下の事項を実施した。STEP1 では、SU・大学の事業課題を明確化し、特許情報等を活用して
連携候補を探索。STEP2 では、SU・大学が主体となり連携候補にアプローチし、相手企業の課題に基づく提案書の作成・
プレゼンを行うことで、具体的な連携創出に向けた実証を行った。

Â 令和7年度は、各大学・SUの推薦元機関から「知財ブリッジ人材候補」を選出し、各支援対象ごとにチームを編成するとと
もに、弁理士が特にSTEP1 （特許情報分析）を中心に関与する体制を構築した。知財を起点としたオープンイノベーション
支援を、チーム型で実行するモデルの有効性を検証した。

伴走支援における実施事項
連携強化 情報発信・PR伴走支援

活動 実施事項

SU・大学（計5者）
のオープンイノベーショ
ン支援

【STEP1 連携候補の探索フェーズ】
ÅSU・大学へのヒアリングを通じて事業課題およびオープンイノベーションの方向性を整理し、連携によ

る解決仮説を設定した。
Å令和7年度は、各支援対象ごとに、PDを中心に、弁理士および知財ブリッジ人材候補で構成され

る支援チームを編成。弁理士が特許情報分析（検索式設計、技術動向把握等）を担い、 知
財ブリッジ人材候補が事業視点での解釈・仮説構築を担うことで、特許情報と事業情報を統合した
連携候補探索を実施した。

Åその結果、特許情報を起点とした有望な連携候補の抽出と、事業課題に基づくターゲット企業の特
定が可能となり、連携候補探索プロセスの高度化・再現性向上につながった。

【STEP2 連携候補への提案フェーズ】
Å STEP1の分析結果をもとに、SU・大学が主体となって連携候補企業を選定し、PDと事務局が

ネットワークを活用してアプローチを支援。相手企業の事業課題を踏まえた提案書の作成およびプ
レゼンテーションを支援した。

Å 知財ブリッジ人材候補が、提案内容の整理や論点調整を担うことで、技術シーズの紹介に留まら
ない「課題起点の提案」への転換を促進した。

Å その結果、SU・大学が戦略的に連携候補企業へアプローチできるようになり、単独では接点を持ち
にくい企業との対話機会を創出するとともに、具体的なオープンイノベーション創出に向けた第一歩
を実現した。
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社数、各実施回数、参加人数、影響・効果等の評価

項目 社数
支援先との

会議実施回数
開催時間 参加人数 影響・効果等

伴走支援 5社

各チームとも5回
（そのほか、適宜チー
ム内で個別調整会議
やSlack内でのコミュニ
ケーションを実施）

1～1.5時間／回
PD：1名
弁理士：5名
知財ブリッジ人材：8名

ÅPDチーム（PD・弁理士・知
財ブリッジ人材）が一体となっ
て伴走することで、支援先企
業は自社技術の強みや事業
課題を整理し、知財を踏まえ
た連携検討を具体的に進める
ことができた。

Å特許情報を活用したターゲット
整理や連携ストーリー検討を
通じ、企業・支援人材双方に
おいて「知財を事業成長に結
びつける実践的な活用イメー
ジ」が共有された。

Å個別企業ごとの支援を通じて、
PDチーム内および地域支援
人材間で実践知が蓄積され、
今後の伴走支援に活用可能
なノウハウが形成された。

総合評価

Â 地域特性を踏まえたPDチームによる伴走支援により、知財と事業を一体で捉えた支援モデルを実案
件ベースで検証・具体化することができた。

Â 本取組は、今後の自走化や他地域展開に向けた実践的な基盤となる成果を上げたと評価できる。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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企業・支援機関からの反応・成果
ならびに効果的な伴走支援を行うための工夫・地域実情の分析

1. 企業・支援機関からの反応および成果

Â 支援対象企業からは、

「これまで偶発的な出会いに頼っていたが、事業課題を起点に連携候補を整理できた」

「単なる技術紹介ではなく、事業視点での連携提案の重要性を理解できた」

など、連携検討の質が高まったとの評価が得られた。

Â 特許情報を活用したターゲットレポートや連携提案書を通じて、企業自身が自社技術の強みを客観
的に捉え直す機会となり、事業戦略・知財戦略を一体で考える意識醸成につながった。

Â 支援機関側からも、「知財を切り口にしながら、事業成長支援の文脈でSUと対話できた」「他機関
との役割分担や連携の仕方が具体化した」との声があり、支援の現場での実践知の共有が進んだ。

2. 効果的な伴走支援を行うための工夫と地域実情の分析

Â 神戸市は、製造業・医療・大学発技術を背景とするSUが多く、技術シーズは強い一方で、事業会
社との接点設計や連携ストーリー構築に課題を抱えるケースが多い。

Â そのため本事業では

① 事業PDを中心に据えた少人数・機動的なPDチーム編成

② 特許情報を「探索ツール」ではなく対話の共通言語として活用

③ INPIT 「スタートアップのための事業会社との連携マニュアル」の共通フレームによる支援プロセスの統一

といった工夫を行った。これにより、支援内容の属人化を抑えつつ、地域特性に即した実践的な伴
走支援を実現することができた。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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自己評価、今年度明らかになった課題、
次年度および事業実施後の将来像

1. 自己評価（今年度の成果認識）

Â 特許情報を活用したOI支援スキームを、実際の伴走支援案件を通じて検証・改善できた点は大き
な成果である。

Â 事業PD、知財ブリッジ人材、専門家が連携する支援体制により、「知財」と「事業」が分断されない
形で支援を提供でき、神戸モデルの中核となる支援像を具体化できた。

Â また、支援対象企業・支援機関双方において、知財が事業成長に寄与するという実感を伴った理解
が進んだ。

2. 今年度明らかになった課題

Â 伴走支援の効果は、企業の事業フェーズや経営者の理解度に左右される面があり、支援開始時
点での期待値調整や前提整理の重要性が明らかになった。

Â PDチームによる支援は有効である一方、継続的に実施するためには、地域内でPD的役割を担える
人材層の拡充が必要である。

Â OI創出の成果は中長期で顕在化するため、今年度内で評価可能な指標と、中長期指標との整
理が今後の課題である。

3. 次年度および事業実施後の将来像

Â 次年度は、本事業で得られた知見をもとに、PDチームによる伴走支援の考え方を地域支援機関へ
展開し、支援スキームの定着と横展開を図る。知財ブリッジ人材の育成を継続し、伴走支援を「特
別な取組」ではなく、地域の通常支援業務の一部として実装する段階への移行を目指す。

Â 将来的には、神戸市発の中小企業・SUが、事業連携を検討する初期段階から知財を自然に活用
できる環境を整え、自走型のオープンイノベーション創出基盤の確立を構想する。

連携強化 情報発信・PR伴走支援



46

Â 伴走支援（特許情報を活用したOI 支援スキーム）における、PDチームメンバーの関わりを以下のとおりご提案する。

PDチームの形成・編成

構成員 PDチーム内の役割・伴走支援への関わり

【事業PD】牧野成将氏
OI支援全体の進行管理および支援対象企業の推薦・選定をリード。レポート作成・分析・提案書支援の全体戦略を構想し、
企業との信頼関係を築きながら、連携候補企業との実務的な橋渡しを主導。庁・支援機関・支援対象との調整も担う。

【事業PD補佐】
日本弁理士会関西会

ヒアリング時の技術背景確認、支援対象企業の強みの言語化、TR作成時の検索条件設定、特許戦略の観点からの分析・
助言を提供。必要に応じて契約支援（NDA等）も担当可。

各支援機関の知財ブリッジ人材
支援対象企業のヒアリングに同行し、技術的・経営的課題を把握。TR作成、連携提案資料の作成・改善支援、交渉フェー
ズでの相談役として伴走。支援検討会・研修会を通じて、伴走支援におけるスキル習得に取り組む。

【支援コアの地域組織】
INPIT -KANSAI

TR作成に必要な特許情報活用手法（検索・分析ノウハウ）を提供。IPランドスケープ支援事業や「スタートアップのための企
業連携マニュアル」等の活用助言、支援者向けに技術的視点の強化研修も支援。

【支援コアの地域組織】
神戸商工会議所

支援対象企業の推薦、企業間の商流・提携実績を踏まえた連携候補企業紹介、地域企業とのマッチング会等の開催を支
援。

【支援コアの地域組織】
中小機構 近畿本部

事業計画書や提案書ブラッシュアップ支援、連携候補企業に対する経営視点からの提案戦略策定に協力。事後の販路開
拓・資金調達連携も視野に入れる。

神戸市経済環境局 工業課
こうべ就労・産業支援財団

地域支援機関・大学・金融機関とのネットワークを活かし、OI支援対象企業の推薦・紹介を実施。市内支援メニューとのマッ
チング調整も行い、企業の出口戦略や成長支援を地域施策と接続。

関西イノベーションイニシアティブ
(KSII)

地域の大学・研究機関・支援機関と連携し、技術シーズの事業化を見据えた支援方針の検討を行う。OI支援対象企業と
SUや大学との橋渡し役を担い、産学官連携の推進や技術実装支援に貢献する。

【事務局】
特許庁産業財産権専門官

事業実施主体として、プロジェクトの成果を最大化するために、事業全体を管理するとともに、知財経営支援コア内の調整等
を行う。

【事務局】
受託事業者（テックコンシリエ）

伴走支援が円滑に進むよう、プロジェクトの進捗管理を行うとともに、事業PD、PDチーム、関係支援機関との調整をタイムリー
に実施する。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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Â 「伴走支援マニュアル」に基づき、伴走支援（特許情報を活用したOI 支援スキーム）における、地域支援機関の関わりを以
下のとおり提案する。

地域支援機関の関わり
（詳細は、令和６年度作成「伴走支援マニュアル」を参照）

フェーズ
地域支援機関による支援

支援機関 支援メニュー

支援対象企業の発掘 全支援機関 ・支援対象企業等の推薦

STEP1  
連携候補の探
索フェーズ

対象企業へ
のヒアリング

採択企業を推薦した支援機関 ・支援対象企業等のビジネス面での強みの言語化

INPIT-KANSAI
日本弁理士会関西会

・知的財産の発掘
・支援対象企業等の技術的強みの言語化

OI 支援レ
ポートの作成

日本弁理士会関西会 ・特許検索式の作成に関する助言

INPIT ・IPランドスケープ支援の提案

STEP2 
連携候補への
提案フェーズ

連携提案支
援

近畿経産局知財室
神戸商工会議所
銀行、VC、公庫等の金融機関
KSII
KUI

・候補企業への提案のためのアポイント打診・調整

神戸市 ・人材育成の提案

中小機構近畿本部
・事業戦略の壁打ち
・提案書ブラッシュアップ

INPIT-KANSAI ・知財活用、営業秘密管理の助言

日本弁理士会関西会 ・自社技術の優位性の言語化、マーケティング戦略、営業秘密管理の助言

KSII ・大学発シーズマッチングによる産学共創の推進

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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地域支援機関の関わり
（詳細は、令和６年度作成「伴走支援マニュアル」を参照）

フェーズ
地域支援機関による支援

支援機関 支援メニュー

STEP3
共創フェーズ

各種オープン
イノベーション
促進

近畿経産局・知財室 ・研究開発、試作品開発、販路開拓への取り組み等の支援

こうべ就労・産業支援財団 ・知財出願支援補助の提案

神戸商工会議所
・補助金申請支援の提案
・地元企業のイノベーション創出支援によるビジネスマッチング
・新規事業担当者のコミュニティの紹介

神戸市 ・資金調達支援・海外展開支援の提案

日本弁理士会 ・知財戦略の策定、権利化支援の提案

中小機構近畿本部

・資金調達、法務、知財等に関する専門的サポート
・ビジネスマッチングの機会提供
・経済産業大臣賞などの表彰を通じた交流機会提供
・インキュベーション施設提供によるソフト面／ハード面の支援
・政府の補助金の申請書作成支援

INPIT ・知財活用の助言

KSII ・関西領域の各大学・各地域拠点との共創ネットワーク構築支援

情報発信・PR活動

神戸市
神戸新聞社
神戸商工会議所
KUI
KSII

・各種イベント等での情報発信・PR活動

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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SUにおける経営の変革

Â 事業PDの活動について、事業PDの評価業務等で得た情報、地域の連携会議でご意見や会議メンバーの知見を活用しな
がら、定性的・定量的な観点から、連携提案にどのような影響を及ぼしていたのか効果検証を行った。

Â 特に中央の「価値創造メカニズム」については、その内容を連携提案資料に落とし込んで、提案先との交渉に活用することで、
相手方からのフィードバックを得ることによって、SUが構想したビジネスプランの魅力を図る良い機会となった。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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Â SUがOI を進めるうえで抱えがちな課題（Before ）と、本スキームの伴走支援による解決策の提案（After ）は以下の
通りである。

伴走支援のねらい

B
e
fo

re
A
fte

r

STEP1 連携候補の探索フェーズ STEP2 連携候補への提案フェーズ

Â 「情報不足」や「出会う機会の少なさ」によって、
偶発的な出会いに頼ってしまう...。

Â ビジネス課題を起点に、特許情報を活用して
客観的に連携候補を探索。

Â 「技術漫談」、「単なる技術シーズの紹介」で
終わってしまう...。

Â バックキャストから構想した価値創造メカニズム
を組み込んだ連携提案を実施。

Å出会いの場は、ピッチやマッチングイベント、
紹介など偶発的なもので、地域的な制限
を受けてしまう。

ターゲットレポートの活用 連携提案書の作成

これらの取組がOI を促進し
神戸市のSU集積拠点としての発展に寄与するか検証を行う

Å連携先の興味事項に適合するよう自社技
術の提案を効果的に行う必要があるが、リ
ソース不足で容易ではない。

Åスタートアップが有する技術に関連する特
許情報を抽出・分析を行うことで、連携
可能性の高い連携候補のリストを作成。

Å自社と連携先の双方の資源を組み合わ
せ、未来のユーザーの求める価値を提供
する「価値創造メカニズム」を組み込んだ
連携提案書を作成。

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
３ 

共
創
フ
ェ
ー
ズ
へ

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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Â 5者のSUを支援対象として、神戸SUOI 活動を進めていく際の流れとPDチームの関わり方は以下のとおりである。

伴走支援の概要

Â SUへのヒアリングで、
OI創出に向けた狙
いを明らかにし、具
体的な事業テーマと
解決したい課題を確
定

Â ヒアリングシートを完
成させ、連携候補の
探索方針を確定

Â連携方針に基づいて、
特許の検索式を設
定し、特許情報を分
析

Â マッチングレポートを
作成・提供し、経
済・事業情報分析
の結果とともにSUに
解説

Â マッチングレポートと
経済情報分析の結
果を元に、SUが主
体となって、連携候
補を選定

Â PDチームのネット
ワークをフル活用し、
連携候補にアクセス
し、適任者を選出

Â SUと連携先の共創活動を、関係支援機関
が適宜フォローアップ

Â地域連携会議としての支援機能を検討

V交渉・契約に向けたシナリオ支援（コンサル）

V他社との契約締結支援（法務）

V新規の知財出願、ライセンス支援（知財）

V共同開発・M&Aファイナンス支援（金融）

STEP1 連携候補の探索フェーズ STEP2 連携候補への提案フェーズ

ニーズの要件化・
連携候補の

探索方針の決定

特許情報分析・
マッチングレポート

の提供

連携候補の選定・
適任者との
日程調整

フォローアップ調査・
地域連携会議内で

エコシステムの支援機能を検討

連携提案書の
作成・

連携提案プレゼン

STEP3  共創フェーズ

PD
チーム

の関わり

STEP

活動
項目

実施
事項

（案）

【事業PD】
ヒアリングを主導
【PDチーム】
SUとOI 戦略の検討協議

【事業PD】
特許検索式の構想
【PDチーム】
マッチングレポートの内容確認

【事業PD】
SUへのﾏｯﾁﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄの解説
【PDチーム】
各自のコネを活用してアポ調整

【事業PD】
連携候補への提案書の作成支援
【PDチーム】
提案プレゼンへの同席とコメント

【事業PD】
1ヶ月後にフォローアップインタビュー
【PDチーム】
交渉・契約等の共創活動のフォロー提案

Â SUと連携候補とで
共創する「価値共創
メカニズム」を構築し、
プレゼンに向けて連
携提案書の作成を
サポート

Â連携候補にプレゼン
し、方向性の摺合せ、
連携条件の協議

効果的なOI を導くための2つのステップ

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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Â SUの採択基準として、事業開発（Biz -Dev ）力があり、「価値創造メカニズム」が成立しうる企業であることを確認する。

Â 主に、以下の観点を取り入れ、プレヒアリングを実施している。

Å 自己が抱える強みを見える化し、経営課題を解消していくのに、明確なビジョンと目的を持ち意欲的であること

Å レスポンスが早く、フットワークが軽い等、スピード感があり、事業の継続性と成長性が期待できること

Å ビジョンが実現された暁に、社会的価値、経済的価値の創出が見込めること

Å 価値創出から逆算（バックキャスト）によって、ビジネスモデルを構想できること

Å 自社の資源のどの強みが活かせるか、何が不足しているのかを仮説立てできること

Å 経営者に謙虚さと誠実さがあり、他者からの提言、助言を受け入れることができること
この構図を、

右側から逆算で構想できる
企業は強い！

支援先SUの採択基準
連携強化 情報発信・PR伴走支援
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Â 上記の活動が円滑かつ効果的に進むように、事務局は以下の活動を実施した。

伴走支援における各フェーズのマネジメント

フェーズ 各フェーズの活動 実施上の工夫

STEP1 
探索フェーズ

①支援対象の選定
Å特許庁、PDチームと連携しつつ、「価値創造メカニズム」が成立しうる条件を兼

ね備え、要件を満たしているSU5者を選定。 「価値創造メカニズム」が
成立しうる条件を明確化
し、評価基準を共有。
特許だけでなく、企業の公
開情報や市場動向も調
査。
ヒアリング後に追加質問や
不明点の確認を行い、確
実に情報を収集。

②対象企業への
ヒアリング

Å本格的なヒアリングに入る前に、事業PDとともにプレヒアリングを実施して、支援
対象SUを確定するとともに、主要な論点を明確化する。

Å連携の類型に応じて、SUや連携候補の技術課題をヒアリングする。

③ターゲットレポートの
作成

Å ヒアリング結果に基づいて特許検索を実施し、出願上位企業群をリストアップす
る。

Å リストアップした企業のうち、事業との合致度、出願時期、出願の継続性の1次
～3次選定により候補企業を絞り込み、ターゲットレポートとして提供。

STEP2
提案フェーズ

④候補企業の選定

Å事業PDとともに、支援対象SUと打ち合せをし、ターゲットレポートを用いて連携
候補の選定方針についての協議を行う。

Å支援対象SUのニーズを踏まえ、連携候補を選定し、PDチームの各参加者の
ネットワークを活用して連携候補へのアポイントを取る。

提供価値を明確にするた
め、双方の強みを組み合
わせた提案内容を詳細に
記述し、具体的な成果を
見込める提案を行う。また、
図表やグラフを多用し、視
覚的に分かりやすい資料を
作成する。

⑤連携提案書の作成

Å事業PDとともに、支援対象SUと連携候補の協業により期待できる未来の提
供価値を構想する。

Å PDチームの参加者と協議し、提供価値から逆算して商品・サービス案およびビ
ジネスモデル、それらを提供するための双方の資源を特定し、これらを組み合わ
せた価値創造ストーリーの構築を行う。

共創
フェーズ

⑥OI 促進の効果検証
Å連携候補へ交渉を行い、その結果を振り返る。
Å連携提案書の改善ポイントの抽出と今後に向けたアクションを提示する。

チーム全体で成果を共有
し、成功事例を基に他支
援への応用を図る。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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ターゲットレポートのイメージ（抜粋）
連携強化 情報発信・PR伴走支援

企業リストでは、検索式によって構築された母集団において、出願件
数降順で「社名」「キーワードマッチング度数」「直近5年出願率」「出願
件数」「経年での出願件数」を確認することができるように整備した。

リストアップされた企業が、どの技術分野に、どの程度関心を示してい
るかを確認し、研究者とともに技術シーズとの親和性を議論した。

出願件数が特定の時期に急増している企業は、新規技術に力を入
れている可能性が高いため、その背景を分析することにした。

また、SU・大学の研究は企業の即時的なニーズに直結しないことが
多いため、長期的視点での連携が期待できる企業を優先した。

企業リストから作成した「キーワードマッチング度」×「直近5年出願
率」のバブルチャートを作成した。

右上のゾーンは、近年特許出願が急増している企業が多いため、新
規事業や技術開発に積極的な可能性があることから、重点的に分析し、
研究者とともに企業の関心度や事業戦略との整合性を確認した。

右下や左上のゾーンの企業も、技術シーズとの補完関係がないか
チェックした（競合ではなく、補完技術としての連携の可能性がある）。

本バブルチャートを活用する際には、企業リストで特許の共同出願状
況を調べ、他の大学等と既に連携している企業を見つけたり、技術シー
ズの特許が引用されている企業を特定し、技術的に関心がある企業を
探索するなどの工夫をした。

No. プレイヤー（社名） キーワードマッチ度数直近5年出願の全件に対する割合出願件数（全期間）2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

1 太平洋セメント株式会社 0.975 28.30% 360 0 16 46 64 43 36 26 27 36 24 21 14 7

2 栗田工業株式会社 0.965 32.50% 317 0 20 25 30 31 41 33 34 33 27 27 15 1

3 オルガノ株式会社 0.980 27.80% 252 0 11 10 25 37 33 38 28 19 12 22 14 3

4 トヨタ自動車株式会社 0.986 29.00% 217 0 15 27 35 21 12 23 21 15 14 19 15 0

5 水ｉｎｇ株式会社 0.989 33.90% 177 0 13 22 17 18 17 11 19 15 23 10 9 3

6 宇部興産株式会社 0.979 21.20% 146 0 7 14 16 18 19 14 27 21 10 0 0 0

7 株式会社東芝 0.972 29.10% 141 0 5 23 20 19 16 11 6 13 8 16 3 1

8 ＪＦＥエンジニアリング株式会社 0.971 33.60% 137 0 10 21 15 4 16 15 10 17 3 13 13 0

9 株式会社キャタラー 0.993 32.80% 134 0 4 10 14 22 14 13 13 13 16 10 5 0

10 住友大阪セメント株式会社 1.000 29.70% 128 0 5 22 18 14 10 10 11 13 10 9 5 1

11 三菱重工業株式会社 0.976 42.50% 127 0 9 12 16 17 5 9 5 6 17 20 9 2

12 三菱日立パワーシステムズ株式会社 1.000 0.00% 112 0 12 23 15 15 23 17 7 0 0 0 0 0

13 株式会社クボタ 0.954 28.70% 87 0 1 10 12 5 11 15 8 5 6 9 5 0

14 株式会社トクヤマ 0.953 39.50% 86 2 4 14 4 3 8 8 9 10 12 9 3 0

15 東レ株式会社 1.000 30.50% 82 0 2 12 13 7 8 6 9 9 7 6 3 0

16 太平洋マテリアル株式会社 0.988 36.60% 82 0 9 5 8 13 8 3 6 11 4 8 5 2

17 株式会社タクマ 0.988 32.50% 80 0 8 8 9 5 10 9 5 8 6 6 6 0

18 株式会社日立製作所 0.988 15.00% 80 0 9 10 14 15 9 8 3 4 6 1 1 0

19 株式会社神鋼環境ソリューション 0.949 42.30% 78 0 2 9 9 7 6 8 4 6 8 14 4 1

20 三菱マテリアル株式会社 1.000 15.10% 73 0 3 8 7 12 7 11 14 7 3 1 0 0

21 三浦工業株式会社 0.972 18.10% 72 0 4 9 9 12 11 7 7 6 3 1 3 0

22 住友金属鉱山株式会社 0.938 13.80% 65 0 2 3 8 13 14 8 8 4 2 3 0 0

23 日立造船株式会社 1.000 29.70% 64 0 2 9 11 8 5 6 3 6 7 5 1 0

24 イビデン株式会社 1.000 20.60% 63 0 6 15 7 7 8 5 2 2 5 4 2 0

25 デンカ株式会社 1.000 29.00% 62 0 0 0 14 11 4 7 8 8 5 4 0 1

26 ＪＦＥスチール株式会社 0.984 19.70% 61 0 5 9 8 8 7 7 5 2 5 5 0 0

27 日本碍子株式会社 1.000 30.40% 56 0 3 10 7 6 5 3 5 7 4 3 2 1

28 メタウォーター株式会社 0.927 38.20% 55 0 1 9 5 7 5 4 3 5 1 6 7 2

29 富士電機株式会社 0.981 40.70% 54 0 3 12 5 0 1 4 7 6 13 2 1 0

30 エヌ・イーケムキャット株式会社 1.000 20.00% 50 0 0 0 4 7 13 7 9 5 2 2 1 0

企業リスト 「キーワードマッチング度」×「直近5年出願率」チャート

Â リストアップした企業のうち、事業との合致度、出願時期、出願の継続性の1次～3次選定および、タイプ別分析により候補
企業を絞り込んだ。
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ターゲットレポートのイメージ（抜粋）
連携強化 情報発信・PR伴走支援

Â リストアップした企業のうち、事業との合致度、出願時期、出願の継続性の1次～3次選定および、タイプ別分析により候補
企業を絞り込んだ。

重要課題キーワードリストを作成し、各企業の出願特許が、どの重要
課題キーワードとヒットしているかを確認した（企業は出願数の降順に
並んでいる）。

キーワードから各企業が特に力を入れている技術領域を把握しつつ、
研究者の技術シーズがその技術領域とどの程度関連があるかを議論
した。また、企業が出願している特許の技術的な方向性と、技術シー
ズがどのように貢献できるかを考察した。

なお、技術シーズとのマッチ度が低いキーワードには潜在的なニーズ
が隠れている可能性もあり、技術的に競合しにくいとも解釈できるため、
あえてマッチ度の低い特許を発見し、提案に活かすことも検討した。

分析に利用した特許の全情報を整理した全件要約リストを作成し、検
索によって抽出された特許の具体的な技術内容を確認した。

これにより、個別特許の要約などを確認することで、企業がどのような
技術課題に取り組んでいるのか、技術シーズとの具体的な接点を検討
した。特に、直近の出願や技術シーズに近い特許を重点的に確認する
ことで、企業の技術開発の方向性やニーズを読み取り、連携提案の切
り口を具体化することができた。

また、連携提案候補となり得る企業の個別の特許に着目するときに
は、その特許が権利として成立しているか、外国に出願しているか、第
三者に引用されているかなどの情報も確認し、提案内容の作成に活用
した。

重要課題キーワードリスト 全件要約リスト
No. プレイヤー（社名） 肥料 廃棄物 焼却灰 排ガス 汚泥 バイオマス カリウム カルシウム 硫黄 石膏 エネルギー 濃縮 スケール セメント 残渣

1 太平洋セメント株式会社 6 59 27 66 18 21 7 32 6 71 11 3 0 270 15

2 栗田工業株式会社 1 13 0 24 74 0 1 18 1 1 10 100 53 0 3

3 オルガノ株式会社 0 1 0 5 64 0 0 7 1 0 12 148 29 0 0

4 トヨタ自動車株式会社 1 5 1 189 1 5 1 2 2 0 2 7 0 0 5

5 水ｉｎｇ株式会社 0 17 0 0 129 0 0 8 1 2 10 39 13 0 6

6 宇部興産株式会社 0 30 5 14 13 7 4 14 10 45 4 6 0 106 6

7 株式会社東芝 1 26 1 40 38 2 0 0 2 0 12 26 7 1 3

8 ＪＦＥエンジニアリング株式会社 0 57 15 51 25 2 2 8 4 0 14 23 4 1 4

9 株式会社キャタラー 0 0 0 133 0 0 0 1 1 0 3 0 0 0 0

10 住友大阪セメント株式会社 0 16 2 23 3 6 4 21 4 30 2 0 2 102 3

11 三菱重工業株式会社 0 16 0 82 5 4 0 0 13 3 4 14 1 0 2

12 三菱日立パワーシステムズ株式会社 0 0 0 97 2 3 0 1 25 15 2 3 2 2 0

13 株式会社クボタ 0 14 1 4 61 4 0 2 0 0 5 12 1 0 7

14 株式会社トクヤマ 0 14 5 8 1 4 0 5 0 21 5 1 4 58 4

15 東レ株式会社 2 2 0 2 10 2 0 1 0 0 3 32 7 0 1

16 太平洋マテリアル株式会社 0 1 1 0 0 0 1 40 0 67 1 0 0 73 0

17 株式会社タクマ 0 8 14 46 15 4 1 2 1 0 9 5 0 1 3

18 株式会社日立製作所 2 1 0 6 38 4 4 1 0 0 3 25 1 0 0

19 株式会社神鋼環境ソリューション 0 39 1 16 22 9 1 0 0 0 3 16 0 0 5

20 三菱マテリアル株式会社 1 6 5 9 5 2 0 13 2 17 8 1 1 48 10

21 三浦工業株式会社 0 0 0 4 2 0 1 2 0 0 1 40 14 0 0

22 住友金属鉱山株式会社 0 0 0 16 1 0 3 5 2 5 0 21 4 0 14

23 日立造船株式会社 0 12 1 36 11 7 1 3 2 0 3 5 0 0 2

24 イビデン株式会社 0 1 0 57 3 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0

25 デンカ株式会社 3 0 0 1 0 0 1 36 4 36 0 2 3 46 0

26 ＪＦＥスチール株式会社 0 6 0 9 8 3 0 1 2 3 2 2 1 5 3

27 日本碍子株式会社 0 4 1 49 0 0 0 0 0 0 1 3 0 0 0

28 メタウォーター株式会社 3 5 5 10 29 0 1 1 0 1 10 10 3 0 0

29 富士電機株式会社 0 1 0 42 6 0 0 0 6 0 2 2 4 0 0

30 エヌ・イーケムキャット株式会社 0 0 0 49 0 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0

31 東洋紡株式会社 0 1 0 5 2 0 0 0 0 0 10 39 3 0 0

32 月島機械株式会社 0 7 1 10 30 0 0 1 2 1 1 22 0 0 0

33 ＵＢＥ三菱セメント株式会社 0 9 2 7 3 0 1 4 1 14 2 0 0 42 1

34 株式会社石垣 0 0 0 0 43 1 0 0 0 0 0 13 0 0 1

35 パナソニックＩＰマネジメント株式会社 0 0 0 13 2 2 0 1 0 0 1 9 14 0 0

No. 出願番号 登録番号 ステート ステージ イベント 被引用回数外国出願 分割元出願技術内容（特許分類FI[4ケタ]の上位10項目を使用）発明の名称 出願人権利者名 要約 キーワード一覧

1 特願2017-539124 特許6371914アクティブ 特許 有効 年金の支払い 2 Yes No B01D,B01F蒸発装置 関西化学機械製作株式会社 本発明の蒸発装置は、揮発性成分出口および濃縮液出口を備え、かつ原料液を収容する、撹拌槽と、該撹拌槽の内部に設けられた熱源と、該撹拌槽内に設けられておりかつ該熱源に該原料液を流下する、散液部と、該撹拌槽の外周に設けられておりかつ該撹拌槽の内壁を冷却する、第１コンデンサーとを備える。本発明の蒸発装置は、例えば、液体の各種化学品や化学製品の濃縮やこれらからの揮発性の不純物の除去に有用である。濃縮

2 特願2016-550663 特許6347435アクティブ 特許 有効 年金の支払い 4 Yes No B01J,B01D排ガス浄化方法 公立大学法人首都大学東京; 中国電力株式会社脱硝触媒の劣化を抑えつつ、効率的に排ガスから窒素酸化物を除去することができる排ガス浄化方法を提供する。　燃料が燃焼することによって発生する排ガスを浄化する排ガス浄化方法であって、１３０～２５０℃の前記排ガスの含有する窒素酸化物を、還元剤及び金微粒子を有する脱硝触媒を用いて選択接触還元法によって還元することで、前記排ガスから窒素酸化物を除去する脱硝工程を有する。また、前記脱硝触媒は、金属酸化物からなる担体上に金微粒子を分散又は固定させた触媒であることが好ましい。排ガス

3 特願2018-533288 特許6934474アクティブ 特許 有効 年金の支払い 5 Yes No A01G,B09B,C10L,C05C,C05F,C02F環境影響が最小限な農工業方法 インダストリー・ロッリ・アリメンタリ・ソシエタ・ペル・アチオニ野菜及び／又はキノコ生産物を栽培するステップ、その生産物を収穫するステップ、中間生成物を得るための、生産物の熱機械的処理の少なくとも１つのステップ、並びに中間生成物の最終段階のパッケージングのステップを含むタイプの、環境影響が最小限な農工業方法。熱機械的処理ステップは、廃棄物を定めるために生産物から不要な部分を除去する機械的工程を提供し、野菜性物質だけによって構成される廃棄物が引き続く処理及びパッケージングステップを目的とした中間生成物から分離され、バイオガス生成ユニットに送られ、バイオガス生成ユニットの廃棄物によって構成される発酵残渣は、野菜生産物の栽培の新しいステップにおけるそれぞれの栽培土壌で肥料として使用される。肥料; 廃棄物; 残渣

4 特願2018-512428 特許6806382ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅2 Yes No B09B,C02F,C05B,C05Fリンを回収する方法 ツェントゥルム　フューア　ゾンネンエネルギー－ウント　ヴァッサーシュトッフ－フォルシュング　バーデン－ヴァルテムベルク　ゲマインニュッツィヒ　シュティフトゥング; ヴェールレ－ヴェルク　アクチエンゲゼルシャフト本発明は、例えば、移動床リアクタにおけるカルシウム含有粒子の存在下での、リン含有代替燃料などのリン含有材料の熱化学反応、およびその後、前記移動床リアクタからリンが豊富にある摩耗した材料を除去することによってリンを回収する方法に関する。本発明はさらに、肥料または肥料添加物としてのこの方法によって得られる有用な物質の使用に関する。【選択図】なし肥料; カルシウム

5 特願2018-509783 特許6791949アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No C02F スケール抑制剤の方法及び組成物 ザ・ボード・オブ・トラスティーズ・オブ・ザ・ユニバーシティ・オブ・イリノイ; ダウ　グローバル　テクノロジーズ　エルエルシー; ローム　アンド　ハース　カンパニー水系のスケール抑制処理の方法であって、水性スケール抑制組成物を水系中に導入することを含み、水性スケール抑制組成物がカルボキシル化超分岐ポリグリセロールを含む、方法。 【選択図】図２スケール

6 特願2018-512926 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 1 Yes No B01D,B01J,G01N多床収着剤管及びその使用 コーニンクレッカ　フィリップス　エヌ　ヴェ健康及び病気における呼気分析は、呼吸ヘルスケア連続体全体に採用される可能性を有し、臨床的関心が高まってきている分野である。しかし、現在、呼気回収の標準がなく、また、高湿度の呼気を予備濃縮する最適なやり方が分かっていない。収着剤材料の最適な組み合わせと、高湿度状態において、広範囲の呼気分子を定量的に捕捉することを可能にする試料取り扱い方法とが説明される。本発明は、例えばベッドサイドにある呼気分析用の将来のデバイスの予備濃縮ユニットに適用可能である。濃縮

7 特願2018-513350 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 0 Yes No C02F,C05B,C05D淡水化プロセス及び肥料の製造方法 チェン，シャオリン 海水又は塩を含む廃水を処理するための多段式ステージの淡水化プロセス。最初のプロセス中に海水又は塩を含む廃水は処理されて、肥料として有用なリン酸マグネシウムアンモニウムを含むリン酸塩としてスケール付着無機物を沈殿する。この最初の段階中にリン酸アンモニウム及びリン酸ナトリウムが海水又は塩を含む廃水に添加され、続いてアンモニア及び水性の荷電溶媒が添加される。沈殿した固体を分離した後に、浄化された海水又は塩を含む廃水は通気及びろ過されて、飲料水又はそうでなければ使用に適した水を製造する。 【選択図】図８肥料; スケール

8 特願2015-179624 特許6249451アクティブ 特許 有効 年金の支払い 6 No No B09B,C02F,F26B乾燥処理装置および乾燥処理方法 チッキ株式会社 【課題】斃死した家畜を粉化することができる乾燥処理装置において、排気に臭気が混じることがないようにして、装置近隣の環境負荷を軽減できるようにすると共に、太く強い骨格を有している豚などでも、資料や肥料としても好適な、粒が細かくやわらかい粉体状となるように乾燥処理することができる乾燥処理装置を提供する。 【解決手段】乾燥処理装置Ａは、加熱室２と、処理室３と、処理室の内部に設けられている撹拌体４と、撹拌体を回転駆動する駆動装置５と、加熱室に加熱空気を送る一次燃焼炉６と、一次燃焼炉に、処理室で生じる臭気成分と水分を含む処理ガスを送る処理ガス送気管７と、処理ガス送気管に設けられ処理ガスの流量を制御して処理室内の圧力を所要の圧力で維持する加圧制御部８と、加熱室を通ったガスに含まれる臭気を外部へ排出する前に燃焼させて消臭処理する二次燃焼炉９とを備える。 【選択図】図４肥料

9 特願2015-180056 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 1 No No B09B,C21C,C05B燐含有鉄の製造方法及び、肥料の製造方法ＪＸホールディングス株式会社; 鴻池運輸株式会社【課題】縦型炉内で、脱燐スラグに含まれる燐の、溶融鉄への濃縮を効果的に促進させることにより、得られる燐含有鉄中の燐の濃度を有効に高めることのできる燐含有鉄の製造方法及び、肥料の製造方法を提供する。 【解決手段】この発明の燐含有鉄の製造方法は、縦型炉を用いて、製鋼精錬の脱燐処理で発生した脱燐スラグから、燐を濃化させた燐含有鉄を製造する方法であって、縦型炉内の底部に底部炭材を装入して配置し、縦型炉内で前記底部炭材上に、鉄成分および燐成分を含む脱燐スラグを有する原料を、充填炭材とともに装入して配置する原料配置工程と、原料配置工程の後、縦型炉内で底部炭材に支燃性ガスを導入し、還元雰囲気とし、原料を溶融させ、溶融した燐含有鉄を得る溶融工程と、溶融工程の後、燐含有鉄を縦型炉から排出させる排出工程とを有し、縦型炉内に配置する前記原料中の鉄元素の量を、６～２５質量％とする。 【選択図】図１肥料; 濃縮

10 特願2016-211277 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の取下げ 1 Yes Yes C02F,C07Fα－アミノ酸ホスホン酸化合物、それらの製造方法および使用イタルマッチ　ケミカルズ　ソチエタ　ペル　アツィオーニ【課題】多数の用途で用いることができ、特に海洋での油回収を含む水系でスケール防止剤として機能を果たす化合物の提供。 【解決手段】下記の式で表される新規のアミノ酸アルキルホスホン酸化合物。及び当該化合物を用いた海上油井での油回収方法。Ａ−（Ｂ）x［Ａはアルギニン、ヒスチジン、イソ−ロイシン、ロイシン、メチオニン、スレオニン又はフェニルアラニンから選択されるα−アミノ酸基；ＢはＣ１～６個のアルキルホスホン酸基；但し、アミノ酸基がアルギニンである場合、ｘは１～６の整数、アミノ酸部分がヒスチジンである場合、ｘは１～３の整数又はアミノ酸部分がロイシン、イソロイシン、メチオニン、スレオニン又はフェニルアラニンの場合、ｘは２］ 【選択図】なしスケール

11 特願2016-220242 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の取下げ 2 Yes Yes B01J,C05G,C02F高付加価値有機分富化無機肥料 アヌビア・プラント・ニュートリエンツ・ホールディングス・エル・エル・シー【課題】低い肥料価を有するバイオソリッドの価値を高めたバイオソリッド肥料の製造方法の提供。【解決手段】少なくとも１０パーセントの固形分を有するバイオソリッド含有有機物質を準備し、臭気防除剤を該有機物質に添加し混合物とし、バイオソリッドの固形分の２．５～３．７倍の濃酸を該混合物に規定の圧力及び高温下で添加し液化混合物を形成させ、次にアンモニアを該液化混合物に規定の圧力及び高温下で添加し、該液化混合物を造粒加工して肥料を形成する。【選択図】図１Ａ肥料

12 特願2016-031469 特許6712044アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 No No A01N,C05F,B09B,A01Pタケコンポスト及び植物の病害防除剤 河内長野市; 株式会社ゲオール商事; 公立大学法人大阪府立大学; 公立大学法人大阪【課題】タケをコンポストにすることでタケの有効利用を図る。【解決手段】タケ類の粉砕物、好ましくは粉末を水に浸漬した後に、１５～３０℃程度の室温でシマミミズなどのミミズに摂食させてタケコンポストを得る。好ましくは、さらにマメ科植物のように窒素含量の多い植物を、水に浸漬した後のタケ類の粉砕物と混合して、ミミズに摂食させてコンポスト化する。得られたタケコンポストは肥料として用いられる他、そのまま培土として用いられる。また、培土そのものはもちろんのこと、その抽出物はピシウム菌のような植物病害の防除にも使用され得る。【選択図】図２肥料

13 特願2015-177361 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 2 No No B01D,C04B塩素バイパスシステム及びセメントキルン抽気ガスの処理方法太平洋セメント株式会社 【課題】抽気したセメントキルン排ガスを二段階にわたって冷却する塩素バイパスシステムにおいて、所望の塩素除去率を確保する。【解決手段】セメントキルンの窯尻からプレヒータの最下段サイクロンに至るまでのキルン排ガス流路より燃焼排ガスの一部Ｇ１を抽気しながら４００℃以上６００℃以下に一次冷却するプローブ２と、プローブで抽気し冷却された排ガスＧ２を３００℃以上４００℃以下に二次冷却する第１の冷却器３と、第１の冷却器で二次冷却された排ガスを粗粉Ｄ１と微粉Ｄ２とに分級して粗粉をセメントキルン系へ戻す分級機４と、分級機で分級された微粉を含む排ガスＧ４を１００℃以上２００℃以下に最終冷却する第２の冷却器５と、第２の冷却器で冷却された排ガスＧ５から微粉Ｄ４を回収する集塵機６とを備え、第１の冷却器における二次冷却を、プローブにおける一次冷却の開始から０．１５秒以内に行う塩素バイパスシステム１。【選択図】図１排ガス; セメント

14 特願2015-175739 特許6547227アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 No No C04B 非焼成セラミックス体とその製造方法 株式会社神清; 国立研究開発法人産業技術総合研究所【課題】製造コストを低減し、かつ、二酸化炭素の排出を抑制するとともに、高い強度と保水性と耐凍害性とを併せ持つ非焼成セラミックス体とその製造方法とを提供すること。 【解決手段】主体混合物の配合率を、骨材が４０～６０質量％、珪藻土が２０～４０質量％、石灰が１０～３０質量％、セメントが１～２０質量％とし、水の配合率を前記主体混合物の合計質量に対して５～２５質量％とし、合成樹脂エマルションの配合率を前記主体混合物の合計質量に対して１～１０質量％として混合した後、成形し、乾燥させることによって非焼成セラミックス体を製造する。 【選択図】図２セメント

15 特願2016-244098 特許6368767ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅2 No Yes B01D,C02Fアンモニア含有排水の処理装置およびアンモニア含有排水の処理方法オルガノ株式会社 【課題】スケール分散剤やスライムコントロール剤等の薬品を使用しなくても、高濃度のアンモニア含有排水であっても効率よく処理することが可能なアンモニア含有排水の処理装置を提供する。 【解決手段】アンモニア含有排水をｐＨ１０以上でアンモニアストリッピング処理するアンモニアストリッピング処理装置１２と、アンモニアストリッピング処理したアンモニアストリッピング処理水をｐＨ１０以上で１段目の逆浸透膜処理を行い、１次透過水と１次濃縮水とに分離する１次逆浸透膜処理装置１４と、１次透過水をｐＨ８．５以下で２段目の逆浸透膜処理を行い、２次透過水と２次濃縮水とに分離する２次逆浸透膜処理装置１６と、２次濃縮水をアンモニアストリッピング処理装置１２の前段側に循環する循環手段と、を備えるアンモニア含有排水の処理装置である。 【選択図】図１濃縮; スケール; 浸透

16 特願2016-148983 特許6328183アクティブ 特許 有効 年金の支払い 6 Yes No C02F,F22B汚泥熱加水分解のエネルギー効率の良いシステム及びプロセスヴェオリア・ウォーター・ソリューションズ・アンド・テクノロジーズ・サポート【課題】汚泥の熱加水分解システム及びプロセスのエネルギー効率の改善。 【解決手段】汚泥を蒸気-汚泥混合器の中に導く工程、蒸気-汚泥混合器から熱加水分解システムに汚泥を導き、汚泥を熱加水分解する工程、第１の給水を主ボイラに導き、生蒸気を生成する工程、補助的蒸気を生成するために、熱加水分解汚泥に関連付けられた熱を利用する工程、及び蒸気混合物を形成するために生蒸気と補助的蒸気を結合し、蒸気-汚泥混合器の中で蒸気混合物を汚泥に混合する工程、とを備え、前記補助的蒸気は、ｉ．熱加水分解汚泥を、廃熱ボイラに向かって導き、前記補助的蒸気を生成するために、第２の給水を前記廃熱ボイラの中に且つ通して供給する工程、又はｉｉ．前記熱加水分解汚泥をフラッシュ槽に向かって導き、前記熱加水分解システムと前記フラッシュ槽との間の圧力降下を介して前記フラッシュ槽の中に前記補助的蒸気を生成する工程、により生成される。 【選択図】なし汚泥; エネルギー

17 特願2015-190392 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 0 No No B01F,C02F上下動作型撹拌機 栗山　恵吉 【課題】汚泥など固形物のまきあげ効果の高い撹拌機の提供。【解決手段】撹拌機械の駆動源６に上下駆動のシリンダーを使用し、先端に付属する円盤３の上下により、乱流を発生させ、撹拌を行う。中空軸２に数個の散気ノズル４を設け、固形物の浮揚と同時に空気と接触させることで、汚泥の分解を促進させ、いっそうの乱流効果をもたせる。既設活性汚泥槽の汚泥が滞留しやすい場所へピンポイントで設置することで、余剰汚泥の削減が可能である。【選択図】図１汚泥

18 特願2015-179356 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 2 No No B01D,C02F濃度差エネルギー回収方法、および、それに用いる濃度差エネルギー回収システム東洋紡株式会社 【課題】本発明の目的は、同時に水を回収して造水を実施することのできる正浸透を利用した濃度差エネルギー回収方法、および、それに用いられる濃度差エネルギー回収システムを提供することである。【解決手段】水を含むフィード溶液と、ドロー溶質を含み前記フィード溶液より高い浸透圧を有するドロー溶液とを、半透膜を介して接触させることで、前記フィード溶液中に含まれる水を前記ドロー溶液中に移動させる正浸透工程と、前記ドロー溶液の流動によりエネルギー伝達装置作動させてエネルギーを回収するエネルギー回収工程と、前記ドロー溶液から水を分離して水を回収する造水工程と、を含み、前記造水工程において水を回収することによって濃縮された前記ドロー溶液を、前記正浸透工程で再利用することを特徴とする、濃度差エネルギー回収方法。【選択図】図１エネルギー; 濃縮; 浸透

19 特願2015-179197 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 4 No No C02F 排水処理方法及び排水処理装置 国立研究開発法人国立環境研究所; 独立行政法人国立高等専門学校機構【課題】散水型ろ床を用いて有機物や窒素化合物を含んだ排水を処理することが可能な排水処理方法及び排水処理装置を提供する。 【解決手段】汚泥が空隙内に担持されている多孔質の担体１１を上下に複数配設した散水型ろ床１０を用いて、汚泥発生量を抑えながら、有機物及び窒素化合物を含んだ排水を処理する排水処理方法に、散水型ろ床１０の上部に排水を供給することで、排水の流れによって汚泥に空気を供給させ、排水を汚泥に含まれている微生物により有機物処理及び硝化処理する第一工程と、散水型ろ床１０への排水の供給を停止することで、排水の滞留によって汚泥への空気の供給を停止させ、内生呼吸による自己分解を進めることで生じた残骸有機物を分解及び第一工程によって担体１１に保持されている排水を汚泥に含まれている微生物により脱窒処理する第二工程と、を具備させ、第一工程と第二工程とを交互に行わせる。 【選択図】図１汚泥

20 特願2015-176232 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 6 No No B01D,C02F膜洗浄方法及び膜洗浄装置 株式会社明電舎 【課題】低コストに分離膜のファウリングを防止する。 【解決手段】排水処理装置１は、生物処理槽２，膜分離装置３，膜洗浄装置４を備える。生物処理槽２は系外から導入した排水の有機物を活性汚泥によって分解処理する。膜分離装置３は生物処理槽２内の活性汚泥液から活性汚泥成分を分離する。膜洗浄装置４は、活性汚泥液から膜分離装置３によって分離された活性汚泥に含まれる微生物群を破砕処理して汚泥破砕液を生成する汚泥破砕装置５と、膜分離装置３の分離膜の逆洗時に洗浄液として前記汚泥破砕液を膜分離装置３に供給する破砕液供給装置６とを備える。 【選択図】図１汚泥

21 特願2015-175412 特許6595855アクティブ 特許 有効 年金の支払い 2 No No B01D 蒸留塔を備えた蒸留装置 株式会社ササクラ; 日本リファイン株式会社【課題】大型の蒸気圧縮機を用いることなく、１つのリボイラー（蒸発缶に相当）で低濃度域から高濃度域までの蒸発濃縮運転を円滑に行うことができ、この結果、従来例に比べて、装置のコンパクト化及びコストの低減を図ることができる蒸留塔を備えた蒸留装置を提供する。 【手段】蒸留装置１は、多段の蒸留塔２と、リボイラー３と、蒸留塔２の塔頂部から供給される蒸気を圧縮昇温しリボイラー３の加熱源とする蒸気圧縮機４とを備える。貯留液の濃度が低濃度域である場合には、蒸気圧縮機４の駆動によって蒸留塔の塔頂部から供給される蒸気を圧縮昇温しリボイラー３の加熱源とし、貯留液の濃度が高濃度域である場合には、加熱蒸気注入管４０によって加熱蒸気をリボイラー３に注入して蒸発濃縮運転を行う。 【選択図】図１濃縮

22 特願2016-175974 特許6095837アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No C01D,C02Fアルカリ金属塩含有成型体およびそれを用いた酸性水溶液の再生処理方法佐々木化学薬品株式会社 【課題】フッ化水素酸およびケイフッ化水素酸を含有する酸性水溶液からケイフッ化水素酸を分離して酸性水溶液を再生処理する操作を、作業環境を低下させることなく効率的に酸性水溶液を再生処理することが出来る材料および方法を提供する。 【解決手段】アルカリ金属塩Ａ、ならびに、アルカリ金属塩Ｂおよびアルカリ金属塩Ｃの少なくとも一種を所定の割合で含むアルカリ金属塩含有成型体； 前記アルカリ金属塩Ａは、フッ化ナトリウム、重フッ化ナトリウム、フッ化カリウムおよび重フッ化カリウムからなる群から選択される少なくとも一種： 前記アルカリ金属塩Ｂは、２０℃の水への溶解度が１０ｇ／１００ｍｌ以上であるナトリウム塩および２０℃の水への溶解度が１０ｇ／１００ｍｌ以上であるカリウム塩からなる群から選択される少なくとも一種： 前記アルカリ金属塩Ｃは、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸カリウムおよび炭酸水素カリウムからなる群から選択される少なくとも一種。 【選択図】なしカリウム

23 特願2017-537697 特許6521077アクティブ 特許 有効 年金の支払い 15 Yes No B01D,C02F水処理方法および水処理システム 東洋紡株式会社 被処理水中の水を第１半透膜を介して第１ドロー溶液中に移動させる第１正浸透工程、第１ドロー溶液の水を第２半透膜を介して第１ドロー溶液よりも高い浸透圧を有する第２ドロー溶液中に移動させる第２正浸透工程、および、第２ドロー溶液から浄化水を得る造水工程を含み、第２正浸透工程で濃縮された第１ドロー溶液を第１正浸透工程で再利用し、造水工程で濃縮された第２ドロー溶液を第２正浸透工程で再利用し、第１正浸透工程において、第１半透膜は中空糸型半透膜であり、中空糸型半透膜の外周面に被処理水を接触させると共に、中空糸型半透膜の中空部内に第１ドロー溶液を流す、水処理方法。濃縮; 浸透

24 特願2017-537695 特許6658759ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅6 Yes No B01J,F01N,B01D排ガス処理装置およびガス捕捉材劣化状況推定方法日立化成株式会社 排ガス処理装置１００の制御装置４５０は、移動装置４０１を介して温度測定素子３０１～３０３をＣＯ ２ 捕捉容器２０１内の互いに相違する位置に移動させて、そのそれぞれの位置でのＣＯ ２ 捕捉材の温度を取得し、そのとき得られた温度測定素子３０１～３０３の位置とＣＯ ２ 捕捉材の温度との関係に基づきＣＯ ２ 捕捉材（ガス捕捉材）の劣化状況を推定する。排ガス

25 特願2018-510829 特許6681975ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅18 Yes No B01D,B01J,C22B,C01D,C02Fリチウム含有ブラインからリチウム有価物を回収するための工程アルベマール・コーポレーシヨン リチウム供給源をＬｉＸ、好ましくはＬｉＣｌがインターカレートされた水和アルミナから構成される吸着剤の床の中と外を通してリチウムを供給源から吸着剤の中へ抽出し；希薄ＬｉＣｌ水で吸着剤の床を洗浄してリチウムを吸着剤から取り出してＬｉ＋濃度が上昇したリチウム溶離液を得；溶離液に対してナノ濾過を行いＣａ２＋、Ｍｇ２＋、及び他のナノ濾過可能な成分が同時に除去されたリチウム透過液を生成し、洗浄後の溶離液との比較でＣａ２＋及びＭｇ２＋が２５％以下の透過溶液及び７５％以上の保持溶液とを得て；この透過溶液に対して特定の正浸透を行い１３，０００～２５，０００ｐｐｍの溶解リチウムを有する溶液を得ることにより、溶解Ｎａ＋、Ｃａ２＋、及びＭｇ２＋を含有するリチウム供給源から高純度リチウム溶液を生成すること。明記した任意のステップ及び新規の特徴を使用して、リチウム濃度及び純度を高めることができる。【選択図】図１Ａ浸透; 水和

26 特願2018-511659 特許6654235アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No B01D,B21B廃水からミルスケールを分離する方法 アルセロールミタル 熱間圧延機からミルスケールを採取する方法が提供される。熱間圧延機は、樋を含む。方法は、廃水中のミルスケール粒子を搬送するステップと、熱間圧延機の樋から廃水を回収するステップと、分離器を用いて廃水からミルスケール粒子を分離するステップと、を含む。熱間圧延機および熱間圧延機を改造する方法もまた、提供される。スケール

27 特願2017-535092 特許6479193アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No B01D,C02F汚泥のゼロ排出の下水処理の方法及びシステムジエンシー　ジェイディエル　エンバイロメンタル　プロテクション　カンパニー　リミテッド【課題】【解決手段】 本発明は1）膜分離システム及び反応容器を含む膜生物反応システムを提供し、2）曝気制御により分離システムの領域における溶存酸素の濃度が0～2 mg/L、他の領域における溶存酸素の濃度が0～1mg/Lにあるようにする汚泥のゼロ排出の下水処理の方法及び大顆粒固形物を除去するための前処理システム及び膜生物反応システムを含む汚泥のゼロ排出の下水処理システムを開示した。前記膜生物反応システム反応容器、膜分離システム、水製造装置及び曝気システムを含む。本発明による処理方法及びシステムは同時にケイ酸塩細菌を含む多種の汚染物を除去できる微生物体系を育成し、無機の土砂及び有機汚泥二酸化ケイ素ガス及び溶解性物質に分解するようにする。【選択図】図１汚泥

28 特願2018-529722 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 0 Yes No B01D,B63B船上で海水を濾過する方法 ジーイーエイ　メカニカル　イクイップメント　ゲゼルシャフト　ミット　ベシュレンクテル　ハフツング濾過装置(２)を用いて船上で海水を濾過し、該濾過装置はタンク(５)内に配置された円筒形のフィルタ要素(６)と、フィルタ要素(６)から汚染物質を分離し、水とフィルタ要素(６)及び濾過装置(２)からの汚染物質からなる汚染物質濃縮相を排出する洗浄装置を備える方法が提供される。該方法は、a)海水が濾過装置(２)内に汲み出されるステップと、b)海水は入力圧Ｐ＿ｉｎで濾過装置(２)内に入り、フィルタ要素(６)を通って濾過装置(２)内を流れ、フィルタ要素(６)の下流にて濾過された海水又は濾液としての出力圧力Ｐ＿ｏｕｔを有するステップと、c)濾過装置(２)のフィルタ要素(６)にて洗浄装置(１１)を用いて除去され、フィルタ要素(６)から排出される濃縮相又は濃縮物は、濃縮物圧力Ｐ＿ｃｏｎｃ.を有するステップと、d)入力圧力Ｐ＿ｉｎ、出力圧力Ｐ＿ｏｕｔ、及び濃縮物圧力Ｐ＿ｃｏｎｃ.は、センサ(２２、２３、２４)を用いて測定され、制御装置(２１)に送信されるステップと、e)フィルタ要素(６)のフィルタ効率の変化は、入力圧力Ｐ＿ｉｎと出力圧力Ｐ＿ｏｕｔの間の汚染物質の圧力差ΔＰＦ＝Ｐ＿ｉｎ—Ｐ＿ｏｕｔの変化が確立されている点で識別されるステップと、f)出力圧力と濃縮物圧力との間の差として定義される吸引の圧力差ΔＰＫ=Ｐ＿ｏｕｔ—Ｐ＿ｃｏｎｃ.は、汚染物質の圧力差ΔＰＦ=Ｐ＿ｉｎ—Ｐ＿ｏｕｔの関数として制御されるステップを含む。【選択図】図１濃縮

29 特願2015-175150 特許6539551アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No B01D,F01N,B01J排ガス処理装置、触媒の昇温方法、ハニカム構造体の再生方法、及びアッシュ除去方法日本碍子株式会社 【課題】全体の大きさを小さくでき、昇温し易く且つ急冷し難く、圧力損失の上昇が小さい排ガス処理装置を提供する。 【解決手段】内側ハニカム構造部１４と、この内側ハニカム構造部１４の外周の一部を取り囲み且つ内側ハニカム構造部１４と、一部のセルに配設された目封止部と、を備えるハニカム構造体１０と、ハニカム構造体１０を収納し、排ガスの流入口２１及び第２流出口２７を有する缶体２０と、缶体２０の第２流出口２７を開閉する開閉バルブ５１と、を備え、胴部２５には、内側流入端面１１と外側流出端面１９との間の位置に排ガスの第１流出口５２が形成され、ハニカム構造体１０は、第２端面１０ｂと缶体２０の間に排ガスの流路となる折返し空間４１を有し、外側流出端面１９と缶体２０の間に排ガスの流路となる昇温補助空間４３を有する状態で缶体２０に収納されている排ガス処理装置１００。 【選択図】図１排ガス

30 特願2015-170184 特許6559019アクティブ 特許 有効 年金の支払い 11 No No E02D 採取装置、採取装置連結体及びソイルセメント改良体の製造方法株式会社ＳＥＥＴ; 株式会社大林組【課題】ソイルセメント等の流動物が高粘度であっても流動物を採取できるようにするとともに、流動物の一部の詰まりを抑えることができる採取装置を提供する。 【解決手段】地盤内の流動物の一部をサンプルとして採取する採取装置１０Ａは、両端が閉塞され、採取孔１２Ａ及び通気孔１５Ａが軸方向に離れた位置に形成されたシリンダー１１Ａと、シリンダー１１Ａ内に配され、軸方向に移動可能なピストン４１Ａと、シリンダー１１Ａの上端に連結された保護ケース２１Ａと、ピストン４１Ａを軸方向に駆動するアクチュエータ５１Ａと、通気孔１５Ａに設けられた逆止弁１６Ａと、を備える。アクチュエータ５１Ａが、保護ケース２１Ａ内のシリンダーチューブ５２Ａと、それから進退するピストンロッドとを有する油圧シリンダーである。採取装置１０Ａと同様に設けられた複数の採取装置が上下に連結されることによって、採取装置連結体が組み立てられる。 【選択図】図２セメント; 閉塞

31 特願2015-188858 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 2 No No B09B,C08J混在廃プラスチックなどの供給機 阿部　良博 【課題】感染症医療廃棄物は、専用の収納容器に入れられた状態で処理業者に回収され破砕、滅菌されるがその前工程として容器を開けて内容物を取り出す必要があり、内部の菌や有害物質の飛散によって外気が汚染される危険性が高かった。この容器を開けることなく滅菌処理することは可能か。 【解決手段】外筒の内部で内筒が回動する機構の多段の供給機を用いて容器ごと熱分解槽へ投入して熱分解、滅菌処理を行う。熱分解槽内部と外気とは、容器投入工程中においても常に遮断された状態を保ち、外気を熱分解槽へ容器とともに同伴させることもなく、熱分解槽内部のガスが供給機から外部へ漏出することもない構造とする。 【選択図】図１廃棄物

32 特願2015-172582 特許6503987アクティブ 特許 有効 年金の支払い 4 No No B09B,C10J,C10G廃棄物ガス化装置及び方法そして廃棄物ガス化・液体燃料製造装置及び方法ＪＦＥエンジニアリング株式会社 【課題】廃棄物から安定して生成ガスを製造、さらには生成ガスから高収率で液体燃料を製造できる装置及び方法を提供することを課題とする。【解決手段】圧縮成形装置２０Ａは複数の筒状部２１Ａ，２１Ｂを有し、各筒状部２１Ａ，２１Ｂがガス化炉３０に接続されていて筒状部内の通路が該ガス化炉の炉内空間へ連通しており、各筒状部に廃棄物を筒状部内へ供給する廃棄物供給部１０Ａ，１０Ｂが設けられ、廃棄物供給部よりも前方位置に筒状部の通路を開閉する支持盤２３Ａ，２３Ｂと、筒状部内で前進そして後退可能で、廃棄物供給部よりも後方位置から前進して支持盤と相俟って廃棄物を圧縮してブロックＰＡ，ＰＢとし支持盤の開放後にブロックを前方へ押し出す押圧部材２２Ａ，２２Ｂとが設けられており、各筒状部における支持盤そして押圧部材がブロックの圧縮成形、押出しの動作を繰り返し、該一連の動作の動作時期が各筒状部同士間でずれている。【選択図】図１廃棄物

33 特願2015-170889 特許6568431アクティブ 特許 有効 年金の支払い 1 No No B09B,B09C,C09K,C04B,C02F,E02D土質改良材及び土質改良方法 太平洋セメント株式会社 【課題】有機物を含む高含水比の土に対して使用した場合であっても、強度発現性に優れた土質改良材を提供する。 【解決手段】有機物を含む高含水比の未改良土を固化して改良土を形成するための土質改良材であって、セメント系固化材およびシリカ系多孔質材料を含む土質改良材。土質改良材に含まれるシリカ系多孔質材料は、好ましくは、珪質頁岩またはセピオライトである。土質改良材を用いた土質改良方法であって、未改良土中の腐植物含有量が３０質量％以上である土質改良方法。 【選択図】なしセメント

34 特願2015-174817 特許6148703アクティブ 特許 有効 年金の支払い 3 No No B01D,C01B,C02F,B01J活性炭含有粒状ゲル担体及びその製造方法浅野テクノロジー株式会社 【課題】  活性炭の脱臭効果等の特性を有効に活用するため、有機物処理に使用された活性炭を含有し、活性汚泥法に用いることができる活性炭含有粒状ゲル担体を提供する。 【解決手段】  本発明の活性炭含有粒状ゲル担体は、有機物処理に用いられた活性炭を含有するものであり、特に、その有機物処理がサトウキビの抽出液からリグニン様物質を吸着する処理であり、そのような有機物処理に使用した活性炭を分散・溶解し、塩化カルシウム溶液中に滴下して造粒することで製造するものとする。 【選択図】    図２汚泥; カルシウム

35 特願2015-174409 特許6486799アクティブ 特許 有効 年金の支払い 5 No No B01D,C02F,G01N被処理水の膜閉塞性評価方法、その膜閉塞性評価方法に用いる膜ろ過装置、およびその膜閉塞性評価方法を用いて膜閉塞性評価指標値を決定した被処理水の膜ろ過方法水ｉｎｇ株式会社 【課題】膜処理に供される被処理水の膜閉塞性評価指標値を迅速に決定できる被処理水の膜汚染性評価方法の提供 【解決手段】分離膜を用いて処理される被処理水の膜閉塞性評価方法であって、被処理水に含まれるナノ粒子濃度とナノ粒子のゼータ電位を測定し（Ｓ１０１）、予め求めた、ナノ粒子濃度と膜閉塞性評価指標との関係（関係（ｉ））並びにナノ粒子のゼータ電位と膜汚染性評価指標との関係（関係（ｉｉ））から、ナノ粒子濃度の測定値とナノ粒子のゼータ電位の測定値のうちいずれか一つを選択し、（Ｓ１０３）（Ｓ１０６）（Ｓ１０７）これにより、迅速に測定可能なナノ粒子濃度及びゼータ電位を測定することで、予め求めていた関係式から被処理水の膜閉塞評価指標の値を迅速に決定する（Ｓ１０４）。被処理水の膜汚染性評価方法に使用可能な膜ろ過装置、被処理水の膜閉塞性評価方法を用いて膜閉塞性評価指標の値を決定した被処理水の膜ろ過方法を提供。 【選択図】図３閉塞

36 特願2015-174355 特許6203794アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 No No B09B,C05F,C02F有機性廃棄物の発酵処理装置 株式会社晃伸製機 【課題】有機性廃棄物の発酵処理装置において、コストを低減しつつ確実に空気を供給することを目的とする。【解決手段】有機性廃棄物１１が発酵処理される処理槽２０と、前記処理槽２０を往復移動可能な移動体３１と、前記移動体３１に設けられ、前記移動体３１の移動に合わせて前記有機性廃棄物１１を撹拌する撹拌ロータ４１と、前記処理槽２０の底部２１に複数設けられた溝部５５と、前記溝部５５に収容され、空気供給源５１から供給された空気を前記有機性廃棄物１１内に供給する空気噴出孔６５を有した給気パイプ６０とを備えており、前記給気パイプ６０には、その外周側に突出する複数の環状突部６１が前記給気パイプ６０の軸方向に沿って所定間隔を隔てて形成され、前記空気噴出孔６５は前記複数の環状突部６１間に形成される複数の環状溝部６３に、前記給気パイプ６０の周方向に沿って間欠的に形成されている。【選択図】図５廃棄物

37 特願2015-174093 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 3 No No B09B,C02F,C12P,C12M廃棄バイオマス処理装置、メタン発酵システム、焼却システム及び発電システム株式会社東芝; 東芝インフラシステムズ株式会社【課題】廃棄バイオマスに含まれる難分解性有機物を効率よく易分解性有機物に分解することができる廃棄バイオマス処理装置を提供する。 【解決手段】実施形態の廃棄バイオマス処理装置は、バイオマス処理槽と、推定装置と、制御装置とを持つ。バイオマス処理槽は、廃棄バイオマスに含まれている難分解性有機物を分解処理して、易分解性有機物を生成させる。推定装置は、前記難分解性有機物の分解状態を推定する。制御装置は、前記難分解性有機物の分解状態の推定結果に基づいて、前記バイオマス処理槽から前記廃棄バイオマスを取り出す操作を制御する。 【選択図】図１バイオマス

38 特願2015-174047 特許6577305アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No C02F 排水システム メタウォーター株式会社; 株式会社サイライズ【課題】錆び、スケール、硫化水素等の発生を十分に抑制することができる排水システムを提供する。 【解決手段】排水が流れる流路と、流路内を流れる排水中に浸漬される電磁波発振部と、電磁波発振部に交流電流を流す交流電流発生器とを有する電磁波発生装置とを備え、電磁波発振部が、排水の流れ方向に交差する平面内において、交流電流が流れる方向が１８０°異なる部分を有する、排水システム。好ましくは、電磁波発振部は、略矩形状に折り曲げたケーブルまたは軸線方向に直交する断面の形状が略矩形状のケーブルコイルよりなる。 【選択図】図１スケール

39 特願2015-172419 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 2 No No C02F,H01M汚泥改質処理装置及びその運転方法 三菱電機株式会社 【課題】未処理汚泥を連続的に供給することができ、処理効率が向上され、また、攪拌の必要が無く、汚泥処理槽内は静沈状態で運転できる微生物電池作用を用いた汚泥改質処理装置及びその運転方法を得る。 【解決手段】汚泥処理槽１と、この汚泥処理槽に収容される液状体の気液界面に設置されたエアカソード電極２と、導電性多孔質繊維素材を用いたフィルタ材からなり微生物電池作用によって被処理汚泥に含まれる有機物が分解処理されて粒径が低下した汚泥分解物を、前記フィルタ材の一側部から他側部方向に通過させ得るように形成されて、前記汚泥処理槽の内部に設置されたアノード電極３と、を備え、前記フィルタ材の一側部に前記被処理汚泥を連続的に供給するようにした。 【選択図】図１汚泥; 繊維

40 特願2015-172071 特許6582757アクティブ 特許 有効 年金の支払い 6 No No C02F,G01N水質測定方法及び装置 栗田工業株式会社 【課題】原水の水質を長期にわたって高精度に測定することができる水質測定方法及び装置を提供する。【解決手段】受水槽１などの槽部又は流路内の原水の水質をセンサ５によって測定する水質測定方法において、該槽部又は流路内の原水を測定ライン２に分取すると共に、分取された原水にスケール分散剤を添加し、その後、該原水とセンサ５とを接触させて原水の水質を測定することを特徴とする水質測定方法及び装置。センサ５へのスケールの付着が防止されるので、原水の水質を長期にわたって高精度に測定することができる。【選択図】図１スケール
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実施内容と次年度以降の課題
③ 情報発信・PR活動
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情報発信・PR活動における実施事項

Â 情報発信・PR活動として、以下の事項を実施した。令和7年度は、単なる広報にとどまらず、本事業で構築した「知財を起
点とした事業成長支援モデル（STEP1 ：探索、STEP2 ：提案）」を外部へ展開し、理解促進から行動喚起につなげるこ
とを重視した。成果報告会やオンライン配信を通じて、大学・SUのオープンイノベーション創出事例を可視化し、知財を“事
業開発の起点”として活用する考え方の浸透を図った。また、弁理士、支援機関、VCとの連携により、知財と事業・資金
調達を一体で捉える視点の共有が進み、地域内外への波及が見られた。

連携強化 情報発信・PR伴走支援

活動 実施事項

成果報告会の開催

第1回 「知財でつなぎ、未来をひらく。連携シナリオの描き方」
Å特許情報を活用した連携候補探索（STEP1）から提案（STEP2）に至る伴走支援プロセスを、

実際の支援事例とともに紹介し、知財を起点としたオープンイノベーション創出の具体像を提示した。
SU経営者、事業PD、事務局による議論を通じ、「偶然の出会い」と「戦略的な連携提案」の違い
を可視化し、支援モデルの再現性を示した。

第2回 「知財でつなぎ、未来をひらく。連携シナリオの描き方第2弾」
ÅSUによる具体的な連携提案事例を中心に、提案構築プロセスや企業側の評価視点を共有し、

実務的な示唆を提供した。SU経営者、事業PD、事務局、連携提案先企業も加わり、探索～提
案プロセスの振り返りを通じて、オープンイノベーション創出における課題と改善点を整理し、次年度
以降の実装に向けた論点を明確化した。

公式サイト・SNSを活
用した情報発信

ÅPeatixを活用し、過去参加者への継続的な情報提供を行うことで、リピーターの獲得と関係性の維
持を図った。YouTubeで成果報告会のアーカイブ動画を公開し、当日参加できなかった層へのリー
チを拡大するとともに、伴走支援プロセス（STEP1～STEP2）の可視化コンテンツとして活用した。
Facebook等のSNSでは、登壇者情報や関連トピックを事前・事後に発信し、イベント単発ではなく
継続的な関心喚起と理解促進につなげた。

Å令和7年度はメディア露出が限定的であったことから、次年度に向けては、地域紙・業界紙・スタート
アップメディアへのプレスリリース配信や事前取材の強化を通じ、掲載機会の拡大を図る。
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連携強化 情報発信・PR伴走支援

成果報告会を通じた情報発信・PR活動における取組・工夫

1. 第1回、第2回成果報告会における取組・工夫

Â 成果報告会では、単なる事業報告にとどまらず、「なぜ今、SU支援に知財が必要なのか」を参加者
が自分事として理解できる構成とし、知財を“事業開発の起点”として捉える視点の転換を重視した。

Â 基調講演では、大学発SUの成長を牽引してきた経営者やベンチャーキャピタルを招き、オープン／ク
ローズ戦略と知財活用を実体験に基づいて語っていただくことで、知財を“守り”ではなく“攻め”の経営
資源として位置づける理解を促進した。

Â パネルディスカッションでは、伴走支援に関わった事業PD、SU経営者、連携提案先企業が登壇し、
「偶然の出会い」と「狙いを定めた連携提案」の違いや、STEP1～STEP2の具体プロセスを言語化
することで、本事業で構築した支援モデルの再現性と実践性を示した。

Â 特に、実際に連携創出や資金調達につながった事例を提示することで、参加者が具体的な行動
（連携提案・支援導入）をイメージできる構成とし、“理解”に留まらず“行動変容”を促す情報発信
を実現した。

2. 次年度の情報発信に向けた取組・工夫

Â 次年度は、本事業で構築した「知財を起点とした事業成長支援モデル」をより広範な地域・支援機
関へ展開することを目的に、“理解促進”から“実装支援”へと発信内容を高度化する。

Â また、SNS・動画配信等のデジタルチャネルを活用し、神戸モデルのプロセス（STEP1～STEP2）や
成功事例を継続的に発信することで、地域内外への波及とコミュニティ形成を促進する。

Â これにより、単発のイベントに留まらず、知財を起点としたオープンイノベーション創出が自律的に回り
続ける 情報発信・実践支援のエコシステム構築を目指す。



59

成果報告会の参加人数、
影響・効果、感想・意見等の評価

項目 告知方法 参加申込者数 開催時間 影響・効果 感想・意見等

成果報告会

Å専用HP
ÅFacebook
ÅLinked-In
Åメルマガ
Å支援機関の周知

第1回：97名
第2回：137名

1.5時間／回

Å成果報告会を通じて、本事
業で構築した「知財を事業
成長に結びつける支援モデ
ル」やPDチームによる伴走
支援の考え方を、地域内外
の支援機関・企業関係者に
広く共有することができた。

ÅSU支援・オープンイノベー
ションの文脈で知財活用を
位置づけて発信したことで、
知財を専門領域に限定せ
ず、事業開発に不可欠な
経営資源として捉える意識
の醸成につながった。

Å「知財を切り口に、連携
候補探索から提案まで
を具体的に学べた」「実
際の支援事例が紹介さ
れ、現場での活用イメー
ジが持てた」など、実践
性を評価する声が多く
寄せられた。

Å支援機関関係者からは、
「自組織の支援業務に
取り入れたい」「地域連
携の進め方の参考に
なった」といった意見があ
り、本事業の取組が今
後の行動につながる内
容として受け止められた。

総合評価

Â 成果報告会は、本事業の成果や支援思想を分かりやすく発信し、知財意識の向上と行動変容を促
す有効な情報発信・PR活動の機会となった。

Â 本事業の取組を地域内外へ波及させるとともに、次年度以降の連携・実装につながる土台を形成し
た点で、意義のある成果を上げたと評価できる。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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Â 今年度は成果報告会を2回開催した。そのアジェンダを以下に挙げる。

Â 参加者が知財の有効性を体感し、具体的な活動に着手するきっかけを提供すること、特に参加するSUが知財の重要性を
体感し、具体的なアクションを起こすきっかけを提供することを目指して開催した。

成果報告会のアジェンダ
連携強化 情報発信・PR伴走支援

第1回成果報告会

開催日: 令和7年9月26 日
開催会場: 起業プラザひょうご（対面とオンラインのハイブリッド形式）

・開会の挨拶
神戸市経済観光局局長 瀬合達也様

・講演
「主語はスタートアップ。オープン/ クローズ設計と「選択と集中」で

やり切るディープテックのオープンイノベーション」
株式会社FLOSFIA 人羅俊実氏

・神戸モデル事業の説明
株式会社テックコンシリエ鈴木健二郎

・パネルディスカッション
「知財でつなぎ、未来をひらく。連携シナリオの描き方」

パネラー
株式会社Holoway 佐藤雅仁氏
株式会社Monozukuri Ventures 牧野成将氏
株式会社テックコンシリエ鈴木健二郎

モデレーター
特許庁 高田龍弥氏

・質疑応答
・閉会の挨拶

特許庁 総務部 普及支援課長 吉野幸代様

第2回成果報告会

開催日: 令和8年3月5日
開催会場: アンカー神戸（対面とオンラインのハイブリッド形式）

・開会の挨拶
神戸市経済観光局局長 瀬合達也様

・講演
「結果を出すオープンイノベーション」

株式会社Monozukuri Ventures 牧野成将氏
・神戸モデル事業の説明

株式会社テックコンシリエ鈴木健二郎
・パネルディスカッション

「知財でつなぎ、未来をひらく。連携シナリオの描き方第2弾」
パネラー

株式会社B-Lab 甲元一也氏
株式会社ダイセル佐治薫氏
株式会社Monozukuri Ventures 牧野成将氏
株式会社テックコンシリエ鈴木健二郎

モデレーター
特許庁 高田龍弥氏

・質疑応答
・閉会の挨拶

特許庁 総務部 普及支援課企画調査官 沼生泰伸様
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Â 第1回成果報告会には、現地約25 名、オンライン約50 名が参加。株式会社テックコンシリエが運営するYouTube チャンネ
ルにて生配信およびアーカイブ動画が公開された。

Â セミナーのメディア掲載とSNSによる発信を積極的に展開することで、神戸市が目指す知財経営エコシステムの具体的な作
り方を積極的にアピールした。

第1回成果報告会の様子
連携強化 情報発信・PR伴走支援

出典：株式会社テックコンシリエYouTube チャンネル

Â 知財を起点とした連携提案（STEP1 ～STEP2 ）
の具体像を示し、オープンイノベーション創出の実践
プロセスを可視化した。

Â 昨年度の支援先であるHoloway 社の事例では、
連携提案先との関係構築が、資金調達につな
がったことを共有し、参加者の行動変容（連携検
討・支援導入）のきっかけを創出した。
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第1回の講演者のプロフィール

人羅俊実

株式会社FLOSFIA

取締役会長

株式会社DriftThinking

代表取締役社長 シリアルアントレプレナー

京都大学工学部卒、奈良先端科学技術大学院大学修士課程修了。

2011 年、京都大学発スタートアップROCA（現・株式会社FLOSFIA ）を
共同創業し、世界初のコランダム構造酸化ガリウムによる次世代パワー半導体
の開発・事業化を牽引。

知財功労賞（経産大臣表彰）、Japan Venture Awards 経産大臣賞な
ど多数受賞。

2024 年4月よりFLOSFIA 取締役会長に就任し、株式会社DriftThinking
を創業。主体的で豊かな人生と持続可能な社会づくりを支援している。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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Â 第2回成果報告会には、現地約30 名、オンライン約100 名が参加。株式会社テックコンシリエが運営するYouTube チャン
ネルにて生配信およびアーカイブ動画が公開された。

Â 第1回に引き続き、セミナーのメディア掲載とSNSによる発信を積極的に展開することで、神戸市が目指す知財経営エコシス
テムの具体的な作り方を積極的にアピールした。

第2回成果報告会の様子
連携強化 情報発信・PR伴走支援

出典：株式会社テックコンシリエYouTube チャンネル

Â B-Lab 社の具体的な連携提案事例と連携提案先
企業であるダイセル側の評価を共有し、知財を起点
としたオープンイノベーションの実装可能性を検証し
た。

Â 連携提案の実践結果と評価視点を共有し、オー
プンイノベーション創出の具体的な進め方を提示
することで、提案の有効性と課題を明確化し、次
の連携創出・事業化に向けたアクションを促進した。
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第2回の講演者のプロフィール

牧野成将

株式会社Monozukuri Ventures

CEO

FVCやSunBridge で日米スタートアップ投資に携わり、京都市・大阪市と連
携したアクセラレーションや起業家教育を通じエコシステム構築を推進。

2015 年に京都試作ネットと連携し、試作支援型VCのDarma Tech Labs
（現Monozukuri Ventures ）を創業。

2017 年、国内初の試作・投資一体型ファンド「MBC Shisaku ファンド」（約
20 億円）を設立し日米スタートアップに投資。

2019 年関西財界セミナー「特別賞」受賞。神戸大学大学院修了。

令和7年度神戸市知財支援モデル事業プロデューサー。

連携強化 情報発信・PR伴走支援
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事業PD派遣によって獲得されたノウハウ



66

事業PD派遣によって獲得されたノウハウ

Â 本事業における事業PDの実践を通じて、知財を起点としたオープンイノベーション支援の具体的手法と再現
可能な支援モデルに関する知見・ノウハウが体系化された。

項目 知識・ノウハウ

伴走支援に関する
知識・ノウハウ

SUの成長フェーズごとの課題の構造化
Å 技術シーズ段階、PoC検証段階、事業化初期フェーズ等に応じて、連携目的・提案内容・意思決

定ポイントが異なることを、実案件を通じて具体的に整理。
Å 各フェーズにおいて有効な「知財の使い方（防御／交渉／価値訴求）」の違いを明確化し、支援

のカスタマイズ指針を確立。

特許情報を起点とした連携候補探索・仮説構築の実践知
Å STEP1 において、特許情報分析と市場・事業情報を組み合わせたターゲット設定手法を確立し、

連携候補の精度向上を実現。
Å 弁理士による分析支援とPDによる事業視点の統合により、「技術起点」から「事業機会起点」への

仮説構築プロセスを体系化。

価値創造ストーリーに基づく提案力の高度化（STEP2 の進化）
Å 単なる技術紹介ではなく、「相手企業の課題解決にどう寄与するか」を起点とした提案ストーリー設

計の重要性を実案件で検証。
Å 提案書作成、アポイント取得、対話設計までを含めた一連のプロセスを整理し、SUが主体的に連

携提案を進めるための実践的手法を確立。

チーム型伴走支援モデルの有効性の確立
Å PD、弁理士、知財ブリッジ人材候補による役割分担型支援により、専門性と機動性を両立した支

援体制の有効性を実証。
Å 「事業設計（PD）」「分析（弁理士）」「接続・伴走（ブリッジ人材）」の組み合わせによる支援モ

デルを確立。
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事業PD派遣によって獲得されたノウハウ

項目 知識・ノウハウ

支援ネットワークの
構築と連携の強化

支援機関横断のチーム型支援の構築
Å 政府、自治体、地域支援機関、弁理士が連携し、SUの課題に応じて役割分担する「チーム型支

援」の枠組みを構築。
Å 知財、資金調達、事業開発を一体で支援することの有効性を、実案件を通じて確認。

知財ブリッジ人材の機能と育成プロセスの明確化
Å 支援機関から選出された知財ブリッジ人材候補が、SUと専門家をつなぐ役割を担うことで、支援の

起点機能を強化。
Å 研修・実践・振り返りを通じた育成プロセスを設計し、現場で機能する人材像を具体化。

支援プロセス（STEP1 ～STEP2 ）の標準化・言語化
Å 連携候補探索（STEP1 ）から提案（STEP2 ）までの一連のプロセスを整理・可視化し、支援機

関が自組織内で再現可能な形に整理。
Å 支援の属人化を防ぎ、今後の自走・横展開に資する基盤を構築。

効果的な情報発
信・PR活動の手法

「実案件ベース」での発信による理解促進（進化）
Å 成果報告会において、具体的な連携提案事例や企業との対話を共有することで、支援モデルの実

効性を可視化。
Å 単なる概念説明ではなく、「実践→成果→課題」のストーリーで伝えることの有効性を確認。

次年度に向けた情報発信の高度化の方向性
Å ターゲット別（SU、支援機関、企業、VC）に応じた発信内容・媒体の最適化の必要性を認識。
Å 動画・事例コンテンツの体系化や、支援ノウハウのコンテンツ化により、継続的に価値を提供する情

報発信基盤の構築が重要。
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